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はじめに 

 

 

 わが国においては、令和５（2023）年４月にこども施策を総合的に推進するため「こ

ども基本法」が施行されるとともに、これに合わせてこどもに関する取組や政策をより

推進していくため「こども家庭庁」が設置されました。さらに同年 12 月にはこどもに

関する国の大綱を一つに束ねた「こども大綱」が策定されました。これにより、全ての

こども・若者が身体的・精神的・社会的に幸せな状態で生活を送ることができる「こど

もまんなか社会」の実現をめざすこととして、これまで以上に総合的かつ一体的なこど

も施策を進めていくこととなりました。 

 

 本町では、令和２（2020）年に子ども・子育て支援法に基づく「第２期田尻町子ど

も・子育て支援事業計画」を策定し、地域全体で子育てができる環境づくりに向け、次

世代を担う子どもへの支援を行うとともに、若い世代が安心して子どもを生み、子育て

をしたくなるようなまちづくりを推進してまいりました。 

 これまでの取組を着実に進めるとともに、こどもが夢や希望をもって未来を創る力を

育んでいけるよう、また、妊娠期から子育て期まで切れ目なく、多様なニーズに応じた

きめ細かな子育て支援を推進していくため、本町におけるこども施策全般の一体的な計

画として、令和７（2025）年度から５年間を計画期間とする新たな計画「田尻町こども

計画」を策定しました。 

 

 この計画の３つの基本目標として、「すべてのこどもが心身ともに健やかに育つまち」、

「安心とゆとりを持ってこどもを生み育てることができるまち」、「地域をあげてこど

も・若者と子育て家庭を支えるまち」を掲げ、この計画の基本理念である「共にささえ 

つながり 成長する 笑顔あふれ こども・若者が未来を創る力を育むまち たじり」

に向け、家庭や地域、教育・保育関係機関、民間企業などと連携しながら地域全体で、

こどもと子育てに関する施策をより一層推進してまいりますので、引き続き皆様方のご

支援、ご協力を賜りますようお願いいたします。 

 

 最後に、この計画の策定にあたり、田尻町子ども・子育て会議の委員の皆様をはじめ、

アンケートへのご協力や、貴重なご意見・ご提言をいただきました多くの町民の皆様に

心からお礼申し上げます。 

 

令和７（2025）年３月 

田尻町長 栗山 美政  
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１ 計画策定の背景と趣旨 

（１）計画策定の背景 

近年、こどもやその親を取り巻く環境は大きく変化しています。核家族化の進展や地

域社会のつながりの希薄化により、家族間における子育て基盤の弱体化や地域社会の子

育て機能の低下から、子育て家庭の孤立が広がり、育児への負担や不安が増大するなど、

子育て家庭を取り巻く環境はより厳しいものとなっています。 

また、こどもを取り巻く環境は多様化・複雑化し、こどもの貧困や教育・体験格差、

不登校や引きこもり、いじめ、虐待、自殺などが深刻な社会現象となっています。 

こうした背景のもと、令和５(2023)年４月にはこどもに関係する行政の一元化や取り

組みの強化を目的とし、こども家庭庁が創設されました。また、少子化社会対策基本法、

子ども・若者育成支援推進法、子どもの貧困対策の推進に関する法律をまとめた「こど

も基本法」が施行され、同年12月には「こども大綱」が閣議決定されました。 

「こども大綱」では、めざす社会のあり方として「全てのこども・若者が、日本国憲

法、こども基本法及びこどもの権利条約の精神にのっとり、生涯にわたる人格形成の基

礎を築き、自立した個人としてひとしく健やかに成長することができ、心身の状況、置

かれている環境等にかかわらず、ひとしくその権利の擁護が図られ、身体的・精神的・

社会的に将来にわたって幸せな状態（ウェルビーイング）で生活を送ることができる社

会」（「こどもまんなか社会」）が掲げられています。 

また、「こども基本法」では、こども大綱と都道府県こども計画を勘案して市町村こど

も計画を作成するよう努めることとされているほか、同年12月に閣議決定された「幼児

期までのこどもの育ちに係る基本的なビジョン（はじめの100か月の育ちビジョン）」「こ

どもの居場所づくりに関する指針」では、地方公共団体に対し「こどもの誕生前から幼

児期までの育ち」を支えるこども施策を進める重要な役割を求めるとともに、こどもの

居場所づくりを「こども計画」に位置付けることが求められています。 

大阪府においては、「次代を担う子ども・若者が、個人として尊重され、創造性に富み、

豊かな夢をはぐくむことができる大阪」を基本理念とする「大阪府子ども計画」の策定

作業が現在進められています。 

 

  

第１章 計画の策定にあたって 



第１章 計画の策定にあたって 

2 

（２）計画策定の趣旨 

本町においては、平成27(2015)年３月に子ども・子育て支援法に基づき「田尻町子ど

も・子育て支援事業計画」、令和２(2020)年３月に「第２期田尻町子ども・子育て支援事

業計画（以下「前計画」という。）」を策定し、認定こども園などの教育・保育について

必要な量を定めるとともに、様々な子育て支援事業について提供体制を整備するなど、

こども・子育てに関する施策を総合的に推進してきましたが、令和６(2024)年度に終期

を迎えます。 

「田尻町こども計画」（以下「本計画」という。）は、これまでの各施策の進捗状況等

を検証しながらも、「こども基本法」に示されている趣旨や国の「こども大綱」、府の動

向等を鑑み、「こどもまんなか社会」の実現に向け、すべてのこどもの権利が守られ、健

やかに成長し自立できるよう、社会全体で総合的にこども・子育て家庭を支援する環境

を整備することを目的に策定するものです。 

計画策定にあたっては、「こども基本法」に定められている基本理念を踏まえ、こども

本人から意見を聴取するとともに、「こども・若者の権利に擁護と尊重」「こどもの居場

所づくり」「若者が望む暮らしの実現に向けた支援」等を新たな施策として追加しました。

また、施策全般をこども目線で捉え直し、こどもの成長をみんなで応援し、こどもの未

来が輝くまちをめざし、施策を展開していきます。 

 

■こども大綱の６つの柱 

①こども・若者を権利の主体として認識し、その多様な人格・個性を尊重し、権利を

保障し、こども・若者の今とこれからの最善の利益を図る 

②こどもや若者、子育て当事者の視点を尊重し、その意見を聴き、対話しながら、と

もに進めていく 

③こどもや若者、子育て当事者のライフステージに応じて切れ目なく対応し、十分に

支援する 

④良好な成育環境を確保し、貧困と格差の解消を図り、全てのこども・若者が幸せな

状態で成長できるようにする 

⑤若い世代の生活の基盤の安定を図るとともに、多様な価値観・考え方を大前提とし

て若い世代の視点に立って結婚、子育てに関する希望の形成と実現を阻む隘路（あ

いろ）の打破に取り組む 

⑥施策の総合性を確保するとともに、関係省庁、地方公共団体、民間団体等との連携

を重視する 
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２ 計画の位置付けと期間 

（１）計画の位置付け 

本計画は、こども基本法第10条第２項の規定に基づき策定する市町村こども計画であ

り、国のこども大綱及び大阪府子ども計画を勘案して本町におけるこども施策について

定めるものです。 

また、同条第５項の規定により次世代育成支援対策推進法に基づく「次世代育成支援

対策地域行動計画」、子ども・子育て支援法に基づく「子ども・子育て支援事業計画」、

母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づく「ひとり親家庭等自立促進計画」、こどもの貧困

の解消に向けた対策の推進に関する法律に基づく「こどもの貧困の解消に向けた対策に

ついての計画」、子ども・若者育成支援推進法に基づく「子ども・若者計画」、母子保健

法、成育基本法及び成育医療等基本方針に基づく「母子保健を含む成育医療等に関する

計画」を包含した一体的な計画として策定します。 

本計画は田尻町総合計画を上位計画として、健康福祉・教育分野をはじめとした、各

分野の関連計画・方針との整合・調整を図りながら策定します。 

こども施策は、教育・保育など子育て支援事業を充実するだけでなく、地域で暮らす

こども、こどもを育む家庭を、総合的に応援する地域づくりを進めようとするものです。 

■計画の位置づけ 

   田尻町 

◆こども基本法 

◆少子化社会対策基本法 

◆子ども・若者育成支援推進法 

◆児童福祉法 

◆こどもの貧困の解消に向けた対策

の推進に関する法律 

◆子ども・子育て支援法 

◆次世代育成支援対策推進法 

◆母子及び父子並びに寡婦福祉法 

◆成育基本法         など 

田 尻 町 総 合 計 画

整合 

勘案 

大阪府 

田 

尻 

町 

こ 

ど 

も 

計 

画 

連携 
◆大阪府子ども条例 

◆大阪府子ども計画 

◆大阪府社会的養育体制整備計画 

など 

◆田尻町地域福祉計画・地域福祉活動計画 

◆健康たじり保健計画 

田尻町健康増進計画 

田尻町いのち支える自殺対策計画 

田尻町食育推進計画 

◆田尻町障害者計画 

◆田尻町障害福祉計画・障害児福祉計画 

◆田尻町高齢者福祉計画及び介護保険事業計画 

◆田尻町男女共同参画プラン 

◆田尻町人権教育・啓発推進計画 

◆田尻町教育大綱 

◆田尻町生涯学習推進計画 

◆田尻町スポーツ推進計画        など 
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（２）計画の期間 

本計画は、令和７(2025)年度から令和11(2029)年度までの５年間を計画期間とします。 

計画の進捗状況については、定期的に評価・点検を行い、必要に応じて計画内容を随

時見直すこととします。 

■計画期間 

令和２

(2020) 

年度 

令和３

(2021) 

年度 

令和４

(2022) 

年度 

令和５

(2023) 

年度 

令和６

(2024) 

年度 

令和７

(2025) 

年度 

令和８

(2026) 

年度 

令和９

(2027) 

年度 

令和 10 

(2028) 

年度 

令和 11 

(2029) 

年度 

          

第２期田尻町子ども・子育て支援事業計画 
田尻町こども計画 

田尻町母子保健計画 

          

 

 

 

（３）計画の対象 

こども基本法では、心身の発達の過程にある者を「こども」と定義しており、18歳や

20歳といった特定の年齢で区切られているものではありません。そのため、「こども」に

は「若者」も含まれます。 

ただし、子ども・子育て支援事業計画にあたる「第５章 教育・保育の内容と提供体

制」については、計画の対象を生まれる前から乳幼児期を経て18歳までのこどもとその

家庭、地域、企業、行政などすべての個人及び団体とします。また、「第４章 施策の展

開」のうち、ひとり親家庭等自立促進計画にあたる部分については、計画の対象を母子

家庭、父子家庭、寡婦家庭とします。 

なお、表記の仕方については、こども基本法の趣旨を踏まえて、基本的に「こども」

を使用します。ただし、法令に漢字で書いてあるものや、既に漢字の名称を使用したも

のなどは、引き続き「子ども」「子供」を使用します。「若者」については、法令上の定

義はありませんが、「こども大綱」では特に青年期の全体が範囲に入ることを明確にする

場合に「若者」の言葉を用いています。 
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３ 計画の策定方法 

（１）田尻町子ども・子育て会議 

本町のこども施策のあり方について幅広い意見の集約を行い、その内容を計画に反映

させることを目的として、学識経験者や関係機関・団体の代表などで構成する「田尻町

子ども・子育て会議」において計４回にわたり審議を行いました。 

 

（２）計画の評価検証 

前計画の各施策・事業等の評価について、庁内の担当課等を通じて施策・事業の確認、

評価の取りまとめを行い、計画に反映しました。 

 

（３）ニーズ調査 

本計画の策定に向けた基礎調査としてアンケート調査を実施しました。 

 

調査対象 

町内在住の小学校入学前の

児童のいる世帯 

319世帯（悉皆） 

町内在住の小学４年生・６

年生、中学２年生のいる世

帯 

221世帯（悉皆） 

町立小・中学校に通う小学

４年生・６年生、中学２年

生 221人（悉皆） 

町内在住で高校生に相当す

る年齢の人 

150人（無作為抽出） 

調査方法 

郵送により配布・回収 郵送により配布・回収 小中学生は学校を通じた配

布・回収 

高校生相当は郵送により配

布・回収 

調査期間 令和６年(2024年)３月 令和６年(2024年)３月 令和６年(2024年)３月 

回収状況 

有効回収数 135件 

有効回収率 42.3％ 

有効回収数 117件 

有効回収率 52.9％ 

有効回収数(有効回収率) 

小学４年生 34件(53.1％) 

小学６年生 51件(65.4％) 

中学２年生 35件(44.3％) 

高校生相当 39件(26.0％) 

 

（４）パブリックコメント 

本計画に対し、住民から広く意見を反映するため、令和７(2025)年１月から２月にか

けて、パブリックコメントを実施しました。 
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１ 田尻町における概況 

（１）人口の推移と今後の予測 

■人口総数と年齢別人口構成 

田尻町の人口総数は、令和６(2024)年３月末現在8,186人で減少傾向にあります。 

このうち、０～17歳のこどもの数は年々減少する傾向にあります。 

 

住民基本台帳人口（各年３月末現在） 

  

1,502 1,481 1,472 1,429 1,383 1,347 

5,071 4,971 4,815 4,836 4,860 4,879 

2,025 2,027 
2,010 2,016 1,997 1,960 

8,598 8,479 8,297 8,281 8,240 8,186 

17.5% 17.5% 17.7% 17.3% 16.8% 16.5%

23.6% 23.9% 24.2% 24.3% 24.2% 23.9%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

平成31年

（2019年）

令和２年

（2020年）

令和３年

（2021年）

令和４年

（2022年）

令和５年

（2023年）

令和６年

（2024年）

(人)

65歳以上 18～64歳 0～17歳

０～17歳人口の割合 65歳以上人口の割合

第２章 こどもと子育て家庭を取り巻く状況 
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■こどもの数の将来推計 

住民基本台帳人口をもとにコーホート変化率法を用いて今後のこどもの数を推計する

と、計画期間最終年度にあたる令和11(2029)年のこどもの数は1,186人と、年々減少する

見込みとなっています。 

 
令和６(2024)年は、住民基本台帳（３月末現在） 

※推計値は、住民基本台帳をもとにコーホート変化率法を用いて人口推計を行った。 
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（２）世帯の動向 

■世帯数と１世帯当たりの人口 

世帯数については、令和６年(2024年)３月末現在3,900世帯で、令和３(2021)年以降緩

やかな増加傾向にありますが、１世帯当たりの人口（平均世帯人員）は2.10人まで縮小

しています。 

 
住民基本台帳人口（各年3月末日現在） 
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■母子世帯・父子世帯の推移 

国勢調査では、ひとり親世帯のうち、未婚、死別または離別の母親あるいは父親と20

歳未満の子どものみで構成される一般世帯を母子世帯、あるいは父子世帯といいます。 

母子世帯・父子世帯それぞれの推移を見ると、母子世帯については平成27(2015)年以

降は減少、父子世帯については横ばい状況にあります。 

（単位：世帯） 

 
平成12 

(2000)年 

平成17 

(2005)年 

平成22 

(2010)年 

平成27 

(2015)年 

令和２ 

(2020)年 

母子世帯 33 50 73 71 48 

父子世帯 4 5 8 11 10 

合  計 37 55 81 82 58 

国勢調査 

 

（参考）18歳未満世帯員のいる一般世帯における母子・父子家庭の割合 

 
国勢調査 
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（３）人口動態 

■婚姻数及び婚姻率 

大阪府の「人口動態調査」によると、本町の婚姻数及び婚姻率については、年により

増減を繰り返しています。 

 

 
大阪府「人口動態調査」 

 

（参考）婚姻率の全国・大阪府との比較 

 
人口動態統計、大阪府「人口動態調査」 
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■出生数及び出生率 

出生数及び出生率はいずれも令和２(2020)年をピークとして減少傾向にあります。 

 

 
大阪府「人口動態調査」 

 

（参考）出生率の全国・大阪府との比較 

 
人口動態統計、大阪府「人口動態調査」 
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■合計特殊出生率 

女性１人あたりの平均的な出生数を示す合計特殊出生率は、本町の場合自治体規模が

小さいため年により増減がありますが、令和４(2022)年は1.41と、大阪府平均（1.22）

や全国平均（1.26）と比べてかなり高い水準となっています。 

 
田尻町健康課 
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（４）就労状況 

■性別年齢別労働力率 

令和２年国勢調査における性別年齢別労働力率をみると、20歳以上について男性より

女性の労働力率が低い状況となっており、子育て世代に当たる25歳から49歳にかけて女

性の労働力率が低下する傾向にあります。 

 
令和２年国勢調査 

■女性の年齢別労働力率 大阪府平均との比較 

女性の労働力率を大阪府平均と比べると、25歳から44歳にかけて本町は大阪府平均よ

り下回っています。 

 
令和２年国勢調査 
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■女性の年齢別労働力率の推移 

平成27年と令和２年の女性の労働力率を比べると、35歳から39歳、45歳から49歳、60

歳以上について労働力率が高くなっています。 

 
国勢調査 
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（５）子どもの貧困の動向 

■こどもの貧困率/ひとり親世帯の貧困率 

国民生活基礎調査に基づく、全国の相対的に貧困の状態にあるこども全体の割合（こ

どもの貧困率）は11.5％（令和３(2021)年度）となっており、ひとり親世帯の貧困率は

44.5％と高くなっています。 

また、大阪府内全自治体における令和５(2023)年度の相対的貧困率＊は15.9％（大阪府

子ども計画素案より）となっており、平成28(2016)年度の12.4％より高くなっています。 

＊相対的貧困率：一定基準（貧困線：等価可処分所得の中央値の半分の額）を下

回る等価可処分所得しか得ていない者の割合。 

 

こども家庭庁 令和６年版こども白書 

■生活保護受給世帯数（単位：世帯） 

本町の生活保護世帯数は減少傾向にあり、令和６(2024)年度は125世帯となっています。

このうち18歳未満の子どもを含む世帯の生活保護世帯数は2世帯となっています。 

 
令和 2 
(2020) 
年度 

令和 3 
(2021) 
年度 

令和 4 
(2022) 
年度 

令和 5 
(2023) 
年度 

令和 6 
(2024) 
年度 

生活保護受給世帯数 146 138 135 128 125 

18歳未満を含む世帯数 8 6 5 2 2 

田尻町子育て・地域福祉課（各年度４月１日現在） 

■児童扶養手当受給者数（単位：人） 

児童扶養手当受給者数は年々減少しており、令和６(2024)年度は54人となっています。 

なお、大阪府内の児童扶養手当受給者数（政令市・中核市を含む）の推移も減少傾向

にあります。 

 
令和 2 
(2020) 
年度 

令和 3 
(2021) 
年度 

令和 4 
(2022) 
年度 

令和 5 
(2023) 
年度 

令和 6 
(2024) 
年度 

児童扶養手当受給者数 70 66 65 58 54 

（参考）大阪府内の受給者数 76,719 74,720 72,909 69,653 68,061 

田尻町子育て・地域福祉課（各年度４月１日現在） 

（大阪府内の受給者数は、「大阪府子ども計画素案」より）  
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（６）教育・保育施設の動向 

■教育・保育の認定状況（単位：人） 

幼児期における教育・保育の認定状況をみると、対象となるこどもの数は減少傾向に

あり、幼稚園（１号認定）のこどもや認定を受けていないこどもの数も減少傾向にあり

ますが、保育所（２号・３号認定）のこどもの数は横ばい状況が続いており、相対的な

利用率が高まっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

田尻町子育て・地域福祉課（各年４月１日現在） 

■町内の認定こども園在園者数・小学校児童数・中学校生徒数 

町立認定こども園の園児数は横ばい状況にあり、町立小学校の児童数、町立中学校の

生徒数については減少傾向にあります。 

 
田尻町子育て・地域福祉課（各年４月１日現在）、学校基本調査（各年５月１日現在） 

※令和４(2022)年度以前は保育所・幼稚園の集計  
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（７）母子保健事業の実施状況 

■妊娠届出数 

妊娠届時に、保健師による母子手帳の交付と面接を実施しています。 

妊娠週数11週未満の届出率は100％近い状況で推移しています。 

 
令和元年度 
(2019 年度) 

令和２年度 
(2020 年度) 

令和３年度 
(2021 年度) 

令和４年度 
(2022 年度) 

令和５年度 
(2023 年度) 

妊娠届出数 77 67 54 43 63 

うち 11 週未満 72 65 53 42 63 

 

■母の年齢別出生数の年次推移（単位：人） 

母の年齢別出生数について直近５年間の状況をみると、25～29歳が最も多く、30～34

歳がこれに次ぎますが、35歳以上の高齢出産も少なくありません。 

 

令和元 
(2019)年 

令和２ 
(2020)年 

令和３ 
(2021)年 

令和４ 
(2022)年 

令和５ 
(2023)年 

比較 

平成 30 
(2018)年 

令和５ 
(2023)年 

19 歳以下 1 0 1 1 1 0.0％ 1.6％ 

20～24 歳 6 12 4 4 8 13.7％ 12.5％ 

25～29 歳 28 26 18 15 20 32.9％ 31.3％ 

30～34 歳 24 14 23 13 23 26.0％ 35.9％ 

35～39 歳 13 14 8 8 8 26.0％ 12.5％ 

40 歳以上 6 1 0 2 4 1.4％ 6.3％ 

計 78 67 54 43 64   

田尻町健康課 

■低出生体重児数 

体重2,500グラム未満の低出生体重児の人数は、年によりばらつきがあります。また、

体重1,500グラム未満の極低出生体重児についても年に数件あります。 

 

令和元 
(2019) 
年度 

令和２ 
(2020) 
年度 

令和３ 
(2021) 
年度 

令和４ 
(2022) 
年度 

令和５ 
(2023) 
年度 

低出生体重児数 4 人 5 人 1 人 3 人 3 人 

極・超低出生体重児数(再) 1 人 0 人 3 人 2 人 1 人 

(率) 6.1 7.5 1.9 7.0 4.8 

田尻町健康課 
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■各種健康診査の受診率 

５か月児健康診査、１歳６か月児健康診査、３歳児健康診査についてはほぼ対象者全

員が受診しており、未受診者については全数把握しています。 

 
令和元年度 
(2019 年度) 

令和２年度 
(2020 年度) 

令和３年度 
(2021 年度) 

令和４年度 
(2022 年度) 

令和５年度 
(2023 年度) 

乳児一般健診 90.5％ 98.7％ 86.7％ 90.9％ 98.0％ 

乳児後期健診 98.4％ 77.9％ 97.3％ 95.3％ 98.0％ 

５か月児健診 101.6％ 100.0％ 98.6％ 101.8％ 100.0％ 

１歳６か月児健診 104.3％ 100.0％ 98.5％ 101.3％ 101.8％ 

３歳６か月児健診 93.4％ 105.9％ 97.5％ 96.9％ 95.9％ 

田尻町健康課 

※受診率＝延べ受診者数÷対象者数 

■歯科健康診査結果 う歯保有率 

歯科健康診査の結果、う歯（むし歯）のあるこどもの割合は、年齢が上がるにつれて

高くなっていましたが、近年は極めて少ない状況となっています。 

 
令和元年度 
(2019 年度) 

令和２年度 
(2020 年度) 

令和３年度 
(2021 年度) 

令和４年度 
(2022 年度) 

令和５年度 
(2023 年度) 

１歳 6 か月児健診 0.0％ 1.1％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 

2 歳 6 か月児歯科健診 7.4％ 3.9％ 8.8％ 1.5％ 0.0％ 

３歳６か月児健診 15.5％ 16.7％ 10.4％ 7.9％ 1.4％ 

田尻町健康課 

■訪問指導の実施状況（上段：初回実人員、下段：延べ人員） 

妊婦訪問は希望者、新生児訪問は生後28日以内の助産師による訪問、乳児訪問は生後

２か月の乳児・産婦を対象に保健師が全数訪問を実施します。幼児訪問は相談支援等で

随時実施しています。 

 
令和元年度 
(2019 年度) 

令和２年度 
(2020 年度) 

令和３年度 
(2021 年度) 

令和４年度 
(2022 年度) 

令和５年度 
(2023 年度) 

妊婦訪問指導 
3 人 1 人 1 人 0 人 0 人 

3 人 1 人 2 人 0 人 0 人 

新生児訪問指導 
40 人 30 人 21 人 34 人 24 人 

40 人 30 人 21 人 34 人 24 人 

乳児訪問 
64 人 71 人 59 人 71 人 50 人 

74 人 76 人 85 人 74 人 77 人 

産婦訪問指導 
87 人 89 人 68 人 78 人 59 人 

101 人 99 人 132 人 84 人 93 人 

幼児訪問指導 
9 人 2 人 6 人 11 人 3 人 

20 人 17 人 7 人 13 人 10 人 

田尻町健康課 
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■２か月児訪問「日本版エジンバラ産後うつ自己評価アンケート」 

日本版エジンバラ産後うつ自己評価（EPDS）アンケートは、各項目の回答を集計し、

合計得点が９点以上の場合は、産後の情緒が不安、何らかの強い不安がある、体調がす

ぐれないなど、何らかの支援を必要としているのではないかと検討したり、産後のうつ

病を早期に発見し、治療の導入を検討することを目的とした調査です。 

 

○各項目の内容 

１ 笑うことができたし、物事のおかしい面もわかった。 

２ 物事を楽しみに待った。 

３ 物事が悪くいった時、自分を不必要に責めた。 

４ はっきりしない理由もないのに不安になったり、心配した。 

５ はっきりした理由もないのに恐怖に襲われた。 

６ することがたくさんあって大変だった。 

７ 不幸せなので、眠りにくかった。 

８ 悲しくなったり、惨めになった。 

９ 不幸せなので、泣けてきた。 

10 自分自身を傷つけるという考えが浮かんできた。 

以上の項目において、4段階（０点・１点・２点・３点）で回答する。 

 

令和元(2019)年度から令和５(2023)年度に実施した全数（279件）における回答者の割

合をみると、合計得点が９点以上の割合は、全体の4.3％となっています。前回値（平成

26年度～30年度の平均値）の8.0％と比較すると減少しています。 

また、項目については、項目６の該当者が最も多く、次いで項目３、項目４が多くな

っています。項目10は自殺念慮や自殺企図の有無を確認するための質問項目ですが、毎

年数名程度の該当者がおり継続訪問や医療機関につなぐ等の支援を行っています。 
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■体罰や暴言等による子育てをしている保護者の割合 

年度によって変動がありますが、いずれの年度もこどもの年齢が大きくなるにつれ、

体罰や暴言等による子育てをしている割合は高くなっています。 

 令和元年度 

（2019 年度） 

令和２年度 

（2020 年度） 

令和３年度 

（2021 年度） 

令和４年度 

（2022 年度） 

令和５年度 

（2023 年度） 

0 歳 10.0％ 13.4％ 4.4％ 8.8％ 8.5％ 

1 歳 18.9％ 21.7％ 14.5％ 10.9％ 16.7％ 

3 歳 28.8％ 30.9％ 28.0％ 28.8％ 33.3％ 

 

■主な母子保健事業、思春期保健事業の実施状況 

各種相談・教室、交流事業、産後ケア事業、思春期保健事業の実施状況については次

の通りです。育児相談については、相談日以外での相談対応が増加しているため、減少

傾向となっています。また、令和２年度と令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の

拡大により一部事業の中止や縮小をおこなったため、参加者数の減少がみられます。 

 
令和元年度 
(2019 年度) 

令和２年度 
(2020 年度) 

令和３年度 
(2021 年度) 

令和４年度 
(2022 年度) 

令和５年度 
(2023 年度) 

育児相談 
6 回 6 回 3 回 6 回 6 回 

4 人 7 人 3 人 0 人 0 人 

心理相談 
11 回 10 回 11 回 12 回 10 回 

延べ 14 人 延べ 11 人 延べ 11 人 延べ 12 人 延べ 12 人 

親子教室 

「わくわく倶楽部」 

22 回 10 回 20 回 24 回 24 回 

延べ 237 人 延べ 40 人 延べ 118 人 延べ 150 人 延べ 123 人 

妊婦教室 

（ラッコ倶楽部） 

6 回 1 回 2 回 2 回 4 回 

延べ 20 人 延べ 7 人 延べ 8 人 延べ 9 人 延べ 19 人 

産後交流会 
5 回 3 回 3 回 6 回 6 回 

33 人 13 人 14 人 29 人 26 人 

産後ケア事業 

ショートステイ 

0 人 1 人 2 人 0 人 3 人 

延べ 0 回 延べ 2 回 延べ 7 回 延べ 0 回 延べ 10 回 

産後ケア事業 

デイサービス 

0 人 0 人 0 人 3 人 5 人 

延べ 0 回 延べ 0 回 延べ 0 回 延べ 7 回 延べ 9 回 

産後ケア事業 

短時間デイサービス 

0 人 0 人 0 人 1 人 1 人 

延べ 0 回 延べ 0 回 延べ 0 回 延べ 2 回 延べ 1 回 

産後ケア訪問 
2 人 3 人 2 人 5 人 2 人 

延べ 10 回 延べ 15 回 延べ 7 回 延べ 11 回 延べ 5 回 

思春期ふれ愛体験学習事業 延べ 173 人 延べ 85 人 延べ 98 人 延べ 200 人 延べ 255 人 

ふれ愛食体験事業 13 － － 7 14 

田尻町健康課 
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■予防接種の接種状況 

各予防接種の対象者には個別通知で接種勧奨を実施しています。接種対象年齢に幅が

あるため、接種率には変動がみられますが、乳幼児期に比較し学童期の接種率が低下す

る傾向がみられるため、学校等と連携した啓発が必要です。 

 
令和元年度 
(2019 年度) 

令和２年度 
(2020 年度) 

令和３年度 
(2021 年度) 

令和４年度 
(2022 年度) 

令和５年度 
(2023 年度) 

ＢＣＧ 106.3％ 95.8％ 115.0％ 127.8％ 98.0％ 

Ｂ型肝炎 82.8％ 88.9％ 106.7％ 118.5％ 80.4％ 

ロタウイルス  50.0％ 60.0％ 66.7％ 80.4％ 

ヒブ感染症 107.8％ 118.1％ 141.7％ 157.4％ 103.9％ 

小児用肺炎球菌感染症 110.9％ 113.9％ 136.7％ 151.9％ 103.9％ 

四種混合 106.3％ 113.9％ 136.7％ 151.9％ 107.8％ 

麻しん風しん混合１期（MR) 101.5％ 101.4％ 94.6％ 112.9％ 87.9％ 

麻しん風しん混合２期（MR) 76.5％ 97.3％ 92.3％ 94.7％ 115.6％ 

水痘 104.4％ 110.1％ 102.7％ 122.6％ 84.5％ 

日本脳炎Ⅰ期 93.2％ 120.5％ 139.7％ 124.3％ 88.7％ 

日本脳炎Ⅱ期 80.0％ 70.0％ 81.2％ 84.4％ 84.2％ 

二種混合 73.9％ 86.7％ 80.9％ 91.1％ 90.7％ 

田尻町健康課 
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２ ニーズ調査結果からみる状況 

（１）小学校入学前の児童の保護者 

◆田尻町に住んで良かったと思うことは何ですか。 

・田尻町に住んで良かったと思うこととして、子育て支援施策が充実していると答える

保護者が43％と最も多くみられます。 

 
 

◆田尻町は子育てがしやすいと思いますか。 

・田尻町は子育てがしやすいと答える保護者が83％を占めています。 

 
  

 

43.0

38.5

35.6

33.3

29.6

25.9

23.0

17.8

15.6

7.4

5.2

5.2

1.5

0 10 20 30 40 50

子育て支援施策が充実していること

治安が良いこと

交通・買い物など生活に便利なこと

海のみえる景観や自然が豊かなこと

通勤・通学に便利なこと

行政サービスが充実していること

教育環境が充実していること

地域での人間関係が良いこと

長く住んでいて愛着があること

家賃や住宅が安いこと

その他

特に住んで良かったと思うことはない

無回答

(%)

全体(n=135)

 

26.7 56.3 4.4 10.4

1.5

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=135)

とても子育てがしやすい どちらかというと子育てがしやすい どちらかというと子育てがしにくい

とても子育てがしにくい わからない 無回答
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◆お子さんの母親の、現在の就労状況（自営業等も含む）をお答えください。 

・「パートタイム・アルバイト等で働いている」が25.2％、「以前は働いていたが、現在

は働いていない」が23.7％、「フルタイムで働いている」が23.0％、「フルタイムで働

いているが、産休・育休・介護休業中である」が20.7％となっています。 

 
（子どもの年齢別の就労意向） 

 フルタイ

ムで働い

ている 

フルタイム

で働いてい

る が 、 産

休・育休・

介護休業中

である 

パートタ

イム・ア

ルバイト

等で働い

ている 

パート・ア

ルバイト等

で働いてい

る が 、 産

休・育休・

介護休業中

である 

以前は働

いていた

が、現在

は働いて

いない 

これまで

働いたこ

とはない 

父子家庭 無回答 

全体 
今回(n=135) 23.0 20.7 25.2 3.0 23.7 3.0 1.5 0.0 

前回(n=183) 28.4 7.1 19.1 5.5 34.4 3.8 0.5 1.1 

０～２歳 
今回(n= 67) 22.4 40.3 14.9 4.5 17.9 0.0 0.0 0.0 

前回(n= 88) 19.3 13.6 14.8 11.4 36.4 4.5 0.0 0.0 

３歳以上 
今回(n= 71) 26.8 8.5 26.8 2.8 28.2 4.2 2.8 0.0 

前回(n=122) 32.0 4.1 23.0 1.6 33.6 3.3 0.8 1.6 

 

  

 《母親》

23.0

20.7

25.2

3.0

23.7

3.0

1.5

0.0

28.4

7.1

19.1

5.5

34.4

3.8

0.5

1.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

フルタイムで働いている

フルタイムで働いているが、産休・育休・介護休業中である

パートタイム・アルバイト等で働いている

パート・アルバイト等で働いているが、産休・育休・介護休業中
である

以前は働いていたが、現在は働いていない

これまで働いたことがない

父子家庭

無回答

(%)

全体(n=135)

前回調査(n=183)
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◆今後２年以内に「フルタイム」で働く予定や希望がありますか。 

・現在の就労状況で「パートタイム・アルバイト等で働いている」と答えた人へ「フル

タイム」への転換意向を尋ねたところ、「パート・アルバイトなどで働き続けたい」が

60.5％を占めています。 

 
◆今後、働きたいと思いますか。 

・現在の就労状況で「以前は働いていたが、現在は働いていない」「これまで働いたこと

はない」と答えた人へ今後の就労意向を尋ねたところ、「すぐに、または１年以内に働

きたい」が27.8％、「２～３年たったら働きたい」が25.0％、「子育てや家事などに専

念したい」が16.7％となっています。 

・前回調査と比べると、「２～３年たったら働きたい」と答える人が減っています。 

 

・現在働いておらず今後の就労意向について「すぐに、または１年以内に働きたい」「２

～３年たったら働きたい」「４～５年たったら働きたい」と答えた人へ就労形態を尋ね

たところ、「パート・アルバイト等」が79.2％、「フルタイム」が20.8％となっており、

前回調査と比べると、「フルタイム」と答える人が増えています。 

 

 《母親》

7.9

23.7

60.5

5.3

2.6

13.3

24.4

53.3

4.4

4.4

0 10 20 30 40 50 60 70

フルタイムへの転換希望があり、実現できる見込みがある

フルタイムへの転換希望はあるが、実現できる見込みはない

パート・アルバイト等の就労を続けることを希望

パート・アルバイト等をやめて子育てや家事に専念したい

無回答

(%)

全体(n=38)

前回調査(n=45)

 《母親》

27.8

25.0

13.9

16.7

11.1

5.6

18.6

45.7

7.1

11.4

2.9

14.3

0 10 20 30 40 50

すぐに、または１年以内に働きたい

２～３年たったら働きたい

４～５年たったら働きたい

子育てや家事などに専念したい

働きたいが、働くことができない

無回答

(%)

全体(n=36)

前回調査(n=70)

 《母親》

20.8

12.0 84.0

79.2

4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=24)

前回調査(n=50)

フルタイム パート・アルバイト等 無回答
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◆小学校入学前のお子さんについて、幼児期の教育・保育事業の利用状況と今後の利用希

望についてお答えください。 

・町立認定こども園（たじりエンゼル）の利用を希望する保護者が多くを占めています。 

今後利用したい教育・保育事業 

単位：％ 

０～２歳児 ３～５歳児 

今回調査 

(n=74) 

前回調査 

(n=100) 
差 

今回調査 

(n=96) 

今回調査 

(n=141) 
差 

町立認定こども園 77.0 

※  

52.1 

※  

町外の幼稚園 9.5 8.3 

町外の幼稚園＋幼稚園の預かり保育 4.1 5.2 

町外の保育所(園) 6.8 2.1 

町外の認定こども園 10.8 5.2 

発達に支援が必要なこどものための通所施設 1.4 1.0 0.4 2.1 5.7 -3.6 

町外の事業所内保育施設 2.7 2.0 0.7 1.0 2.8 -1.8 

その他の認可外の保育施設 0.0 10.0 -10.0 0.0 7.7 -7.7 

その他 6.8 8.0 -1.2 3.1 9.5 -.6.4 

何も利用しない 0.0 2.0 -2.0 3.1 7.8 -4.7 

無回答 9.5 6.0 3.5 29.2 8.5 20.7 

※前回調査とは選択肢が大きく異なるため比較することはできない。 

前回調査の選択肢「幼稚園」０～２歳29.0％：３～６歳児33.3％、「幼稚園＋幼稚園の預かり保育」

32.0％：24.1％、「認可保育所」60.0％：39.7％、「認定こども園」18.0％、12.1％ 

 

◆あなたの子育ては、地域のどのような人から支えられていると思いますか。また、支え

られていると感じない場合は、誰から支えてほしいと思いますか。 

・認定こども園や子育て支援センター等の職員に、自分の子育てを支えられていると思

う保護者が84％を占めています。 

 
  

 

84.4

40.0

22.2

19.3

17.8

10.4

0.7

7.4

78.1

54.1

32.2

18.6

9.8

4.9

4.4

5.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

こども園、子育て支援センター等の職員

同じ世代の子どもを持つ保護者

近所の人

民生・児童委員、町会、子ども会などの地域団体の人

町役場の職員

地域活動を行っているＮＰＯなどの人

その他

無回答

(%)

全体(n=135)

前回調査(n=183)
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◆子育てを支援するために、今後どのようなことが必要だと思われますか。 

・子育て支援のために、保育サービスの充実、地域における子育て支援の充実をあげる

保護者が50％以上となっています。 

 
 

◆田尻町では、親子で集える場、保護者どうしの交流や学習活動、子育てに関する情報提

供などを行う場（地域子育て支援拠点事業）として、田尻町子育て支援センター（すく

すくセンター）が開設されています。宛名のお子さんは利用（参加）したことがありま

すか。また、今後についてはどのようにお考えですか。 

①この１年間に利用した経験 

・「利用したことがある」が42.2％、「利用したことはない」が46.7％となっています。 

 
 

 

55.6

50.4

48.1

39.3

37.0

34.1

32.6

26.7

20.7

11.9

8.9

8.9

1.5

57.4

58.5

59.0

46.4

53.0

25.1

45.4

30.6

19.7

16.9

4.4

0.0

3.8

0 10 20 30 40 50 60

保育サービスの充実

地域における子育て支援の充実（一時預かり、育児相談など）

仕事と家庭生活の両立ができる労働環境の整備

子育てしやすい住居、まちの環境面での充実

子どもの教育環境

健やかな妊娠・出産に対する支援

子どもを対象にした犯罪・事故の軽減

地域における子どもの活動拠点の充実

障害や病気の子どもに対する支援

子育て支援のネットワークづくり

訪問型の支援サービスの充実

その他

無回答

(%)

全体(n=135)

前回調査(n=183)

 

46.7 3.742.2 7.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=135)

利用したことがある 利用したことはない わからない 無回答
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②今後の利用について 

・「利用したい」が28.9％、「わからない」が27.4％、「利用したいとは思わない」が25.2％

となっています。 

 
 

 

◆お子さんが小学校に入学したら、放課後（平日の小学校終了後）の時間をどのような場

所で過ごさせたいと思いますか。 

 ・小学校入学後の放課後の過ごし方として半数が「なかよし学級」と答えています。 

 
 

  

 

25.2 27.428.9 18.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=135)

利用したい 利用したいとは思わない わからない 無回答

 

51.1

44.4

24.4

20.0

13.3

13.3

11.1

4.4

0.0

0.0

22.2

55.8

44.2

25.6

20.9

14.0

18.6

7.0

2.3

2.3

0.0

4.7

0 10 20 30 40 50 60

放課後児童健全育成事業（なかよし学級）

自宅

学習塾や習い事

公民館やキッズ・ルームなど

祖父母などの親族や近所の人、友人・知人などの家

田尻町子ども教室（ＴＤＦ）

学校のクラブ活動

発達に支援が必要な子どものための通所施設
（たじりこころ園など）

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

(%)

全体(n=45)

前回調査(n=43)
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◆この１年間に、宛名のお子さんが病気やケガで保育所や幼稚園などを休まなければなら

ないことがありましたか。そのときにどのように対処しましたか。 

・こどもが病気で認定こども園等を利用できない場合は母親が仕事を休んで対処するこ

とが多く、祖父母などの親族や知人・友人にこどもみてもらう人が前回より減ってい

ます。 

 
 

◆仕事と子育てを両立させる上で大変だと感じることは何ですか。 

・仕事と子育てを両立させる上での問題点として、こどもの面倒を代わりにみる人がい

ないことを61％の保護者があげています。 

 

 

74.1

36.5

28.2

18.8

3.5

1.2

1.2

0.0

64.5

31.8

43.0

22.4

1.9

0.9

1.9

0.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

母親が仕事を休んだ

父親が仕事を休んだ

祖父母などの親族や近所の人、友人・知人などにみてもらった

就労していない母親や父親が自宅でみた

子ども連れで仕事をした

子どもだけで留守番させた

その他

無回答

(%)

全体(n=85)

前回調査(n=107)

 

38.5

33.3

31.9

11.9

8.9

6.7

3.0

3.7

5.9

5.9

63.9

44.3

53.6

35.5

18.6

8.7

7.7

2.2

8.7

6.0

2.7

60.7

0 10 20 30 40 50 60 70

子どもや自分が病気・ケガをしたときに代わりに子どもの面倒を
見る人がいないこと

自分の自由時間が少ないこと

子どもと接する時間が少ないこと

残業や出張が入ってしまうこと

職場の理解が得られないこと

家族や親族の理解・協力が得られないこと

子どもの面倒を見てくれる保育所、放課後児童健全育成事
業（なかよし学級）等に入所することができないこと

子どものほかに面倒をみなければならない人がいること

その他

特に大変だと感じることはない

無回答

(%)

全体(n=135)

前回調査(n=183)
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◆あなたは、同じくらいのこどもを持つ親どうしのつきあい、育児グループ等の子育て仲

間がいますか。 

・子育て仲間がいる、親子の交流事業に参加していると答える保護者が前回より大きく

減っています。 

 

◆子育てに関して、日常悩んでいること、あるいは気になることは何ですか。 

・子育ての悩みや気になることとして、こどもの教育に関すること、子育てにかかる出

費がかさむことをあげる保護者が５年前より増えています。 

①こどもに関すること 

 
「※」の設問は、前回調査では「病気や発育発達に関すること」としてアンケート調査を

実施し 23.0％の回答があった。  

 

54.1

32.6

32.6

9.6

2.2

3.0

58.5

47.5

27.3

21.9

0.5

1.1

0 10 20 30 40 50 60

子育てのことを相談したり、話したりする友人がいる

一緒に子どもを遊ばせたり、助けあったりする子育て仲間がいる

同年齢の子どもの親とのつきあいはあまりない

幼稚園や保育所で行う親子の交流事業などに参加している

子育てサークルに入っている

無回答

(%)

全体(n=135)

前回調査(n=183)

 

36.3

25.9

24.4

19.3

14.8

14.8

5.2

3.7

3.7

24.4

1.5

30.6

27.9

21.9

14.2

3.8

3.8

28.4

3.3

0 10 20 30 40

子どもの教育に関すること

食事や栄養に関すること

子どもの発達に関すること

子どもと過ごす時間が十分取れないこと

発育（身長・体重など）に関すること

子どもとの接し方に自信が持てないこと

病気や障害に関すること

子どもの登所・登園拒否や不登校など

その他

特にない

無回答

(%)

全体(n=135)

前回調査(n=183)

※ 

※ 

※ 
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②保護者に関すること 

 

 

◆現在の暮らしの状況について、どのように感じていますか。 

・現在の暮らしの状況について「大変苦しい」「やや苦しい」と答える保護者が31％とな

っています。 

 

 

 

  

 

38.5

37.8

30.4

24.4

16.3

10.4

8.1

6.7

5.9

5.9

4.4

3.7

17.0

3.0

21.9

35.5

24.0

25.1

12.6

12.0

8.2

2.7

7.1

6.6

4.4

1.6

29.0

3.8

0 10 20 30 40

子育てにかかる出費がかさむこと

仕事や自分のやりたいことなど自分の時間が十分取れないこと

子育てによる身体の疲れが大きいこと

子育てのストレスなどから子どもにきつくあたってしまうこと

配偶者以外に子育てを手伝ってくれる人がいないこと

子育てに関して配偶者の協力が少ないこと

住居がせまいこと

子育てが大変なことを、家族や親せき、近隣の人、職場など周
りの人が理解してくれないこと

配偶者と子育てに関して意見が合わないこと

ご自身の子育てについて、家族や親せき、近隣の人、職場など
周りの見る目が気になること

子育てに関して話し相手や相談相手がいないこと

その他

特にない

無回答

(%)

全体(n=135)

前回調査(n=183)

 

5.9 25.2 51.1 15.6

2.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=135)

大変苦しい やや苦しい 普通 ややゆとりがある 大変ゆとりがある 無回答
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（２）小学生・中学生の保護者 

◆田尻町に住んで良かったと思うことは何ですか。 

・田尻町に住んで良かったと思うこととして、治安が良いと答える保護者が50％と最も

多く、子育て支援施策が充実していると答える保護者が36％となっています。 

 
 

◆田尻町は子育てがしやすいと思いますか。 

・田尻町は子育てがしやすいと答える保護者が86％を占めています。 

 
  

 

50.4

35.9

32.5

31.6

30.8

28.2

20.5

20.5

9.4

7.7

6.0

4.3

0.9

0 10 20 30 40 50

治安が良いこと

子育て支援施策が充実していること

通勤・通学に便利なこと

海のみえる景観や自然が豊かなこと

教育環境が充実していること

交通・買い物など生活に便利なこと

地域での人間関係が良いこと

行政サービスが充実していること

長く住んでいて愛着があること

家賃や住宅が安いこと

その他

特に住んで良かったと思うことはない

無回答

(%)

全体(n=117)

 

30.8

40.0

25.5

29.4

54.7

54.3

48.9

61.8

5.1

10.6

8.5

14.9

5.9

2.9

2.9

0.9

2.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=117)

小学４年生(n=35)

小学６年生(n=47)

中学２年生(n=34)

とても子育てがしやすい どちらかというと子育てがしやすい どちらかというと子育てがしにくい

とても子育てがしにくい わからない 無回答
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◆子育てに関して、日常悩んでいること、あるいは気になることは何ですか。 

・子育ての悩みや気になることとして、子育てにかかる出費がかさむこと、こどもの教

育に関することをあげる保護者が多くみられます。 

①こどもに関すること 

 

②保護者に関すること 

 

  

 

34.2

15.4

11.1

10.3

10.3

7.7

7.7

1.7

5.1

36.8

1.7

0 10 20 30 40 50

子どもの教育に関すること

子どもと過ごす時間が十分取れないこと

食事や栄養に関すること

子どもの発達に関すること

子どもとの接し方に自信が持てないこと

病気や障害に関すること

子どもの登所・登園拒否や不登校など

発育（身長・体重など）に関すること

その他

特にない

無回答

(%)

全体(n=117)

 

41.9

15.4

15.4

15.4

10.3

8.5

7.7

6.8

4.3

3.4

1.7

0.9

30.8

2.6

0 10 20 30 40 50

子育てにかかる出費がかさむこと

子育てに関して配偶者の協力が少ないこと

仕事や自分のやりたいことなど自分の時間が十分取れないこと

子育てのストレスなどから子どもにきつくあたってしまうこと

配偶者と子育てに関して意見が合わないこと

子育てによる身体の疲れが大きいこと

住居がせまいこと

配偶者以外に子育てを手伝ってくれる人がいないこと

子育てに関して話し相手や相談相手がいないこと

ご自身の子育てについて、家族や親せき、近隣の人、職場など
周りの見る目が気になること

子育てが大変なことを、家族や親せき、近隣の人、職場など周
りの人が理解してくれないこと

その他

特にない

無回答

(%)

全体(n=117)
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◆あなたの子育ては、地域のどのような人から支えられていると思いますか。また、支え

られていると感じない場合は、誰から支えてほしいと思いますか。 

・自分の子育てを支えられていると思う相手として学校の先生が65％、同世代のこども

を持つ保護者が53％となっています。 

 
 

◆次の意見についてどう思いますか。①から⑧のそれぞれについてお答えください。 

・勉強することでいろいろな考えを身につけることができる、学歴によっては将来希望

する職業につけない、こどもには一生懸命勉強してほしいと答える保護者が多くを占

めています。 

 
  

 

65.0

53.0

34.2

31.6

23.9

13.7

9.4

5.1

4.3

0 10 20 30 40 50 60 70

学校の先生

同じ世代の子どもを持つ保護者

民生・児童委員、町会、子ども会などの地域団体の人

近所の人

こども園、子育て支援センター等の職員

地域活動を行っているＮＰＯなどの人

町役場の職員

その他

無回答

(%)

全体(n=117)

 

55.6

15.4

55.6

31.6

47.9

8.5

31.6

50.4

37.6

42.7

11.1

33.3

45.3

5.1

21.4

4.3

4.3

7.7

41.9

42.7

20.5

11.1

47.0

22.2

24.8

1.7

61.5

1.7

2.6

7.7

2.6

0.9

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①学歴によっては将来希望する職業につけない

②他のことを我慢しても子どもの教育にお金をかけた方がよい

③勉強することでいろいろな考えを身につけることができる

④努力すれば夢や希望は実現する

⑤子どもには一生懸命勉強してほしい

⑥子どもには少しでも早く働いてほしい

⑦子どもには早く親元から独立してほしい

⑧子どもには家事やきょうだいの世話をしてほしい

全体(n=117)

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない 無回答
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◆子育てを支援するために、今後どのようなことが必要だと思われますか。 

・子育て支援のために必要なこととして、こどもの教育環境をあげる保護者が最も多く

みられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆お子さんは、田尻町子ども教室（ＴＤＦ）に参加したことがありますか。 

・田尻町子ども教室（ＴＤＦ）にこどもを参加させた保護者は、小学４年生の57％とな

っており、様々な体験ができたり日々の居場所となることが期待されています。 

 

 

 

 

 

◆ＴＤＦにどのようなことを期待しますか。 

 

 

  

 

34.2

32.5

30.8

23.9

21.4

19.7

17.1

14.5

9.4

6.8

6.0

6.0

6.8

0 10 20 30 40

子どもの教育環境

仕事と家庭生活の両立ができる労働環境の整備

子育てしやすい住居、まちの環境面での充実

保育サービスの充実

子どもを対象にした犯罪・事故の軽減

地域における子育て支援の充実（一時預かり、育児相談など）

地域における子どもの活動拠点の充実

障害や病気の子どもに対する支援

訪問型の支援サービスの充実

健やかな妊娠・出産に対する支援

子育て支援のネットワークづくり

その他

無回答

(%)

全体(n=117)

 

38.5

57.1

48.7

40.0

59.6

44.1

6.4

17.6 14.723.5

34.0

2.9

8.5 4.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=117)

小学４年生(n=35)

小学６年生(n=47)

中学２年生(n=34)

参加したことがある 参加したことがない わからない 無回答

 

44.4

28.2

4.3

2.6

1.7

17.9

7.7

0 10 20 30 40 50

学校の授業や、家庭では体験することが難しい、
様々な体験ができること

安心して自由に遊んだり自習ができるような、
日々の居場所であること

友だちづくり

地域の大人と交流ができること

その他

特にない

無回答

(%)

全体(n=117)
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◆お住まいの地域のこどもの遊び場について日頃感じることは何ですか。 

・地域のこどもの遊び場について、雨の日に遊べる場所がないことを46％の保護者があ

げています。 

 
 

  

 

46.2

18.8

17.1

16.2

16.2

9.4

6.0

1.7

1.7

0.9

0.0

0.0

6.0

24.8

3.4

0 10 20 30 40 50

雨の日に遊べる場所がない

近くに遊び場がない

遊具などの種類が充実していない

思い切り遊ぶための十分な広さがない

遊び場周辺の道路が危険である

緑や水辺など子どもが自然にふれあう場が少ない

公園など遊び場のトイレが、オムツ替えや親子での利用に配慮
されていない

遊び場やその周辺の環境が悪くて安心して遊べない

遊び場に行っても子どもと同じ歳くらいの遊び仲間がいない

いつも閑散としていて寂しい感じがする

不衛生である

遊具などの設備が古くて危険である

その他

特に感じることはない

無回答

(%)

全体(n=117)
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◆お子さんを虐待しているのではないかと感じたことはありますか。 

・こどもを虐待しているのではと感じたことがある保護者は小学４年生で23％、小学６

年生と中学２年生で約15％となっています。 

 
 

◆現在の暮らしの状況について、どのように感じていますか。 

・現在の暮らしの状況について「大変苦しい」「やや苦しい」と答える保護者が38％とな

っています。 

 
 

  

 

17.9

22.9

14.9

14.7

20.5

22.9

12.8

29.4

61.5

54.3

72.3

55.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=117)

小学４年生(n=35)

小学６年生(n=47)

中学２年生(n=34)

はい 何ともいえない いいえ 無回答

 

9.4

8.6

10.6

8.8

28.2

20.0

34.0

50.4

65.7

46.8

38.2

8.5

5.7

20.629.4

2.1

2.9

2.1

1.7

4.3

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=117)

小学４年生(n=35)

小学６年生(n=47)

中学２年生(n=34)

大変苦しい やや苦しい 普通 ややゆとりがある 大変ゆとりがある 無回答
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（３）小学４年生・小学６年生・中学２年生・高校生相当 

◆一緒に住んでいる家族のうち、生活をする上で何らかの手助けを必要とする人の世話を

していますか。 

・他の家族の手助けや世話をしているこどもは学年が低いほど多く、小学４年生で38％

となっています。 

 
 

 

◆学校の勉強について、一番あなたの気持ちに近いものはどれですか。 

・学校の勉強について「よくわかる」「だいたいわかる」と答えるこどもは、小学６年生

の96％、中学２年生の86％となっています。 

 
 

  

 

38.2

19.6

8.6

5.1

55.9

80.4

88.6

94.9

5.9

2.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

小学４年生 (n=34)

小学６年生 (n=51)

中学２年生 (n=35)

高校生相当 (n=39)

はい いいえ 無回答

 

52.9

34.3

43.1

51.4

3.9

5.7 5.7 2.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

小学６年生 (n=51)

中学２年生 (n=35)

よくわかる だいたいわかる あまりわからない ほとんどわからない 無回答
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◆中学生になることに（中学生になってから）不安を感じることはありますか。 

・小学６年生が中学生になることへの不安として、授業が難しくついていけないこと、

部活動や放課後の過ごし方が変わることと、50％以上が答えています。 

 
 

  

 

56.9

7.8

5.9

2.0

27.5

17.6

52.9

3.9

25.5

0.0

34.3

0.0

0.0

11.4

11.4

8.6

14.3

2.9

48.6

2.9

0 10 20 30 40 50 60

授業が難しく、ついていけないこと

友だちができないこと

いじめを受けたり、けんかになること

自分のことをわかっている人がいないこと

先生が強く怒ったり、こわいこと

生活の決まり（校則）がきびしいこと

部活動や放課後の過ごし方が変わる（変わった）こと

その他

特に不安に感じることはない

無回答

(%)

小学６年生 (n=51)

中学２年生 (n=35)
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◆現在、不安に思ったり、悩んだり、困ったりしたことはありますか。それはどのような

ことですか。 

・勉強や進路（仕事）について悩んだり困ったりしているこどもは、中学２年生で74％、

高校生相当で67％となっています。 

 

 

14.7

8.8

26.5

20.6

14.7

5.9

0.0

8.8

2.9

2.9

0.0

2.9

0.0

61.8

2.9

15.7

23.5

43.1

39.2

21.6

5.9

5.9

2.0

0.0

19.6

2.0

3.9

3.9

33.3

0.0

17.1

51.4

74.3

42.9

25.7

2.9

8.6

0.0

5.7

8.6

0.0

11.4

0.0

17.1

5.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

自分の健康について

自分の顔や体型について

勉強や進路について

自分の性格やくせについて

友だちのことについて

性のことについて

家族のことについて

家のお金のことについて

先生について

好きな人のことについて

いじめについて

自分を理解してもらえないことについて

その他

特にない

無回答

(%)

小学４年生 (n=34)
小学６年生 (n=51)

中学２年生 (n=35)
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◆不安に思ったり、悩んだり、困ったりしたとき、家族や友だちなどの身近な人に話がで

きない場合に、あったらいいなと思う相談先や相談相手などは何ですか。 

・あったらいいと思う相談先として、学校の先生や専門的に相談にのってくれる人、年

齢が近かったり同じような悩みを持った人が集まるところ、インターネットで相談に

のってもらうと答えるこどもが多くみられます。 

 

 

20.5

30.8

66.7

38.5

10.3

0.0

7.7

2.6

7.7

0.0

0.0

2.6

10.3

0.0

23.1

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70

自分の健康について

自分の顔や体型について

勉強や進路、仕事について

自分の性格やくせについて

友だちのことについて

性のことについて

家族の健康について

家族からの暴力について

家計について

先生や上司について

恋愛について

いじめについて

自分を理解してもらえないことについて

その他

特にない

無回答

(%)

高校生相当 (n=39)

 

43.1

5.9

21.6

5.9

13.7

51.0

2.0

0.0

45.7

2.9

11.4

2.9

14.3

34.3

5.7

5.7

0 10 20 30 40 50 60

学校の先生や専門的に相談にのってくれる人

町役場や家の近くの施設で相談できる場所

学習塾や習いごとの先生や部活動の先輩など

電話で相談にのってもらう

インターネットで相談にのってもらう

年齢が近かったり、同じような悩みを持った人が集まるところ

その他

無回答

(%)

小学６年生 (n=51)

中学２年生 (n=35)
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◆学校の授業が終わったあとや休みの日に、あなたが時間を過ごすのに、近くに「こんな

場所があったらいいのに」「こんな場所があったらホッとできるのに」と思うのはどん

な場所ですか。 

・放課後や休日の居場所として、Wi-Fiが自由に使えるところ、自然がたくさんあるとこ

ろ、雨の日に自由に遊べる体育館、遊具がたくさんある公園、気軽にスポーツが楽し

めるところ、いろんな本を自由に読むことができるところ、自習ができるところなど

が望まれています。 

 

 

38.5

7.7

12.8

7.7

38.5

28.2

7.7

0.0

0 10 20 30 40 50

学校の先生や専門的に相談にのってくれる人

町役場や家の近くの施設で相談できる場所

学習塾や習いごとの先生やクラブ活動・部活のコーチなど

電話で相談にのってもらう

インターネットで相談にのってもらう

年齢が近かったり、同じような悩みを持った人が集まるところ

その他

無回答

(%)

高校生相当 (n=39)

 

25.5

33.3

41.2

64.7

25.5

29.4

13.7

9.8

15.7

56.9

7.8

7.8

0.0

20.0

17.1

25.7

40.0

37.1

22.9

20.0

22.9

2.9

25.7

2.9

14.3

2.9

0 10 20 30 40 50 60 70

野球やサッカーなど球技ができる公園

遊具がたくさんある公園

雨の日に自由に遊べる体育館

Wi-Fiが自由に使えるところ

いろんな本を自由に読むことができるところ

自習ができるところ

勉強を教えてくれるところ

英会話や音楽など勉強以外のことを学べるところ

気軽に悩みを話したり、相談できるところ

自然がたくさんあるところ

その他

特にない

無回答

(%)

小学６年生 (n=51)

中学２年生 (n=35)
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◆放課後・仕事の後や休日に、あなたが時間を過ごすのに、近くに「こんな場所があった

らいいのに」「こんな場所があったらホッとできるのに」と思うのはどんな場所です

か。 

 

 

  

 

35.9

33.3

23.1

35.9

7.7

20.5

41.0

2.6

15.4

46.2

7.7

7.7

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70

自由に遊べるところ

Wi-Fiが自由に使えるところ

いろんな本を自由に読むことができるところ

自習ができるところ

勉強を教えてくれるところ

英会話や音楽など勉強以外のことを学べるところ

気軽にスポーツを楽しめるところ

気軽に悩みを話したり、相談できるところ

仲間づくりのためのサークルやクラブがあるところ

自然がたくさんあるところ

その他

特にない

無回答

(%)

高校生相当 (n=39)
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◆おとなに対してどのような思いを持っていますか。 

・大人に対して、「こどもにあれこれ言う前に、おとな自身がきちんとしてほしい」と答

える中学２年生が63％、高校生相当が46％と多くみられます。 

 

 

  

 

14.7

38.2

17.6

26.5

8.8

35.3

8.8

26.5

26.5

8.8

8.8

8.8

21.6

37.3

23.5

17.6

13.7

25.5

3.9

23.5

37.3

19.6

3.9

2.0

28.6

34.3

14.3

22.9

25.7

28.6

5.7

25.7

62.9

17.1

5.7

5.7

20.5

38.5

30.8

17.9

25.6

28.2

7.7

23.1

46.2

23.1

2.6

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70

自分の話をもっと聞いてほしい

おとなの持っている役に立つ経験や知識を伝えてほしい

困ったときなどに相談にのってほしい

いろいろな体験（スポーツ、芸術、職業体験など）をさせてほしい

学校や社会で、自分の意見や考え方を大切にしてほしい

自分の良いところを認めてほしい

自分のことを思って真剣にしかってほしい

自分の生活や安全を守ってほしい

子どもにあれこれ言う前に、おとな自身がきちんとしてほしい

子どもがおとなに対して意見を言える機会・場所をつくってほしい

その他

無回答

(%)

小学４年生 (n=34)

小学６年生 (n=51)

中学２年生 (n=35)

高校生相当 (n=39)
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３ こどもに関わる施策の実施状況 

（１）前計画で掲げた施策の実施状況 

前計画である「第２期田尻町子ども・子育て支援事業計画」で掲げた施策について、

主な実施状況を41ページ以降の表に整理しました。 

このうち、特徴的な取組状況については以下の通りとなります。 

 

年度 子育て支援 教育 

令和２ 
(2020) 
年度 

・（コロナ禍により、事業規模縮小） 

令和３ 

(2021) 

年度 

・子育て支援センターにおける一時預か

り保育の人数を３人から５人へ増。 

・「たじりっ子わくわく応援ギフト」 

妊娠届出時に作成した「たじりっ子わ

くわくセルフプラン」を妊娠８か月頃

～出産までに持参し、保健師とプラン

の確認を行った方に、ベビーグッズセ

ットをプレゼント。 

・「カリキュラムマネジメント調査研究

事業」（２年間、令和３(2021)～４

(2022)年度実施） 

中学生について、地域の人材と連携

し、諸課題を自分事として捉え、解決

していく力を身に着けることを目的と

するもの。 

・大学・大学院・短期大学・高等専門学

校（４年次以上）・専修学校等に在籍

されている方に図書カード5,000円分

を配布 (コロナ支援のため令和３

(2021)年度のみ実施) 

令和４ 

(2022) 

年度 

・子ども食堂「みんな食堂」が町内に初

開設（令和５(2023)年度より、たじり

っちポイント事業対象） 

※民間による運営。 

・町外の支援学校（府立）に通う児童生

徒の給食費無償化 

・町立保育所（現 認定こども園）おむ

つの保護者持ち帰りを廃止 

令和５ 

(2023) 

年度 

・子ども・子育て支援拠点の整備に向

け、民間事業者に対しサウンディング

調査を実施。 

・「田尻町子育て応援アプリ たじりっ子

アプリ」開始 

ＩＣＴを活用した妊婦・子育て世代へ

の継続的なサポートを実現。 

・「出産・子育て応援給付金」 

妊娠期から出産・子育て期まで、一貫

して身近に相談に応じる伴走型支援と

経済的支援を実施。 

・町立保育所、幼稚園が統合し「認定こ

ども園」化 

・町立認定こども園において「おむつの

サブスクリプション」導入 

・「社会参画力育成事業」（２年間、令和

５(2023)～６(2024)年度実施） 

小学生について、地域の課題の解決に

向け、企画段階から参画し、連携して

いく力を身に着けることを目的とする

もの。 

・田尻町育英奨学金支給開始 

・田尻町スーパーグローバル大学進学者

奨学金支給開始 
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年度 子育て支援 教育 

令和６ 

(2024) 

年度 

・「田尻町お米の定期便事業」開始 

18歳以下のこどもがいる子育て世帯に

対して２か月に１度、妊婦に対して毎

月、金芽米１袋（4.5kg）を支給。 

・「田尻町すくすくタクシー利用料金助

成事業」 

２歳到達までの児童がいる子育て世帯

及び妊婦に対し、タクシー利用料金の

内、基本料金分を助成。 

・子育て支援センターにおける一時預か

り保育の人数を５人から６人へ増。 

・キッズ・ルームの開室時間を、三期休

業中のみ午前９時～午後５時に拡大。 

（通常は午後１時～５時） 

・町立認定こども園午睡用コット導入と

布団持参の廃止(０～１歳児) 

・「小中学生向け夏季勉強会(サマス

タ)」実施 

・「たじり夢サポート給付金」開始 

若者が夢を叶えるための費用（例：機

材購入費、海外遠征費等）の一部を助

成 
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基本目標１ 子育てと仕事の両立を図る地域における子育て支援 

項 目 施策名 主な実施状況 

(1)地域にお

ける子育て支

援体制づくり 

子育て支援に関す

る情報提供体制の

充実 

・子育て関連情報を毎月広報誌・ホームページ等に掲載。 

・「子育てガイドブック」を随時内容更新し、各種手当の届出時

に配布。住民課においても転入時に手渡し。 

・子育て応援アプリを通じて、子育て関連情報を発信。 

・田尻町の子育て・子育ち応援広報誌「たじりDE子育て」を発

行、町内に広く配布、町ホームページに掲載。 

・鉄道会社のホームページにおいて、移住希望者に向けた町の魅

力を発信する内容を掲載。 

地域における乳幼

児の居場所と仲間

づくりの支援 

・地域での活動（田植え・稲刈り、七夕集会、カレンダー作り、

あいさつ運動、福祉施設訪問） 

・町立認定こども園子育て支援事業「エンゼルで遊ぼう」 

地域子育て支援セ

ンターの充実 

・就学前の年代に応じた育児教室、離乳食講座、各種イベント、

絵本の読み聞かせを実施。保護者に向けた相談、支援なども行

っており、親子・保護者同士の交流の場の提供も推進。 

・子ども・子育て支援拠点の整備に向け、民間事業者に対しサウ

ンディング調査を実施。 

子育てについての

学習機会の提供 

・主に乳幼児の保護者を対象とする学習会。 

・主にエンゼル保護者を対象とした子育て前期の親への学習会。 

・小・中学校ＰＴＡ役員を対象とした学習会。 

・思春期を主テーマとして町PTA連絡協議会と連携して講演会を

実施。 

・子育てに関連する関係機関「田尻町わんぱくっこ育成推進委

員」が連携し、子育て講演会を年１回開催するとともに子育て

支援に関する情報を提供。 

・前向き子育て講座（グループトリプルP）として児への関り方

等を学ぶ連続講座。 

(2)多様な子

育て支援・保

育サービスの

充実 

教育・保育事業の

充実 

・町立認定こども園の定員の見直しや保育士の確保等の体制整備

に努める。 

・様々な教育・保育ニーズに対応するため近隣市町村と広域入所

調整を行い、待機児童ゼロ（国基準）に努めた。 

保育内容の充実 ・１号認定児・２・３号認定児・様々な保育時間帯や家庭環境で

のこどもの育ちを理解した上で、個々に対するきめ細やかな保

育・指導を実施。生活体験・実体験・集団での経験などこども

の育ちを保障できるよう機会を設けている。 

・保育士・教諭の資質向上を図るため、研修を実施。 

・保育サービスの提供施設や事業ごとに提供サービスに適した人

材を募集・採用し、配置できるよう努めている。 

・町立認定こども園において、おむつの保護者持ち帰りを廃止。 

・町立認定こども園において、「おむつのサブスクリプション」

を導入。 

・町立認定こども園において、午睡用コット導入と布団持参を廃

止。(０～１歳児) 

保育所と幼稚園の

一元化保育の推進 

・町立保育所、幼稚園が統合し「認定こども園」化。 

・保育所保育指針、幼稚園教育要領に基づいた保育教育計画の策

定。０～５歳児の育ちを見通した保育計画及び実践。 
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項 目 施策名 主な実施状況 

開かれた保育所・

幼稚園づくりの推

進 

・通年を通して保護者の要望に応じて保育参観（公開保育）を実

施、またボランティアによる園行事開催などを実施。 

一時預かり事業の

充実 

・子育て支援センターにおいて、一時預かり保育事業を実施。 

・保育ニーズの増加により、預かり定員を増やす。 

・子育て短期支援事業について、近隣の児童養護施設等と契約

し、実施体制を整備。 

放課後児童クラブ

（なかよし学級）

の充実 

・保護者が労働等により昼間家庭にいない小学１～６年生の児童

を対象として「なかよし学級」を実施。 

・「新・放課後子ども総合プラン」に基づき、放課後児童クラブ

と放課後子ども教室は、連携して事業を実施。 

ファミリー・サポ

ート・センター事

業の実施 

・社会福祉協議会へ事業を委託して実施。 

・依頼会員の登録の際には、１人の依頼会員に対し２人以上の援

助会員とマッチングを行い、臨時的・突発的な保育ニーズへ臨

機応変に対応できるよう備えている。 

・年１回講習会を開催し、新規援助会員の増員や既存会員のスキ

ルの向上を図っている。 

(2)多様な子

育て支援・保

育サービスの

充実（続き） 

手当・助成の充実 ・国の制度に基づき、対象となる児童を養育している保護者に対

して、児童手当を支給。 

・こども医療費助成により、18歳到達最初の３月末までの医療費

の自己負担分を助成し、子育て家庭の経済的負担を軽減。 

・町立小学校・中学校、町内町外の認定こども園・保育所等（３

歳児から５歳児まで）、及び町外の支援学校に通う児童を対象

に、給食費の無償化を実施。 

・妊婦または２歳到達までの児童がいる子育て世帯を対象に、す

くすくタクシー利用料金助成を実施。 

・妊婦または18歳以下のこどもがいる子育て世帯を対象に、「お

米の定期便」を実施。 

・出産・子育て応援給付金の支給により、経済的支援の実施。 

・大学・大学院・短期大学・高等専門学校（４年次以上）・専修

学校等に在籍されている方に図書カード5,000円分を配布。 

・田尻町育英奨学金を支給。 

・田尻町スーパーグローバル大学進学者奨学金を支給。 

・たじり夢サポート給付金を実施。 

(3)仕事と子

育ての両立の

推進 

仕事と家庭生活と

の両立支援 

・ハローワークなどの関係機関とも連携し、広報やちらしの配架

などを行い、求人や面接会、相談会などの情報提供に努める。 

・保育認定については、保護者の就労状況等を丁寧に聴き取りを

行い、可能な限り仕事と家庭の両立ができるよう柔軟に対応。 

・国や大阪府の制度等の情報を、町の広報誌・ホームページへの

掲載や、公共施設へのチラシの配架等で、広報啓発。 

・就労支援講座の実施や随時、就労に関する相談を受ける体制を

整備し、必要な支援や助言等を実施。 

男女共同による子

育ての推進 

・女性のための相談・人権相談などにおいて、様々な背景にある

人の相談を随時受け付け。 

・広報やホームページに女性のための相談の紹介を記事掲載。来

談しにくい方のために電話での相談やオンライン相談も実施。 

・男女共同参画講座として、初めてオンライン講座を開催。 
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基本目標２ 親と子の健康を支える環境づくり 

項 目 施策名 主な実施状況 

(1)母子保健

事業の推進 

妊婦の健康づくり

の推進 

・妊婦健診、産婦健診、妊婦歯科健診の公費負担。 

・妊娠中は妊婦教室を開催。 

不妊治療、不育症

治療を行う人への

支援体制の充実 

・不妊不育症の検査、治療に関して上限5万円で助成。 

乳幼児健康診査の

充実 

・新生児聴覚検査や乳児一般健康診査、５か月児健康診査、１歳

６か月児健康診査、２歳６か月児健康診査、３歳６か月児健康

診査を実施。未受診者に対しては、電話や面談、訪問を行い、

児の発育や発達の確認 

・親の育児不安に対して、必要な情報を伝えるとともに、相談支

援を実施。 

乳幼児の健康づく

り、発育に関する

情報提供・相談支

援の充実 

・新生児訪問（助産師） 

・保健師による訪問は、出生に対して全家庭訪問。 

・乳幼児健診や各種母子保健事業にて、乳幼児の健康づくりや発

育、母子保健に関する情報提供や相談支援を実施。 

予防接種の実施 ・予防接種開始年齢児の保護者に対して、予防接種の必要性につ

いて啓発。 

・健診などを通じて、未接種者には予防接種の勧奨。 

妊娠期から乳幼児

期における食育の

推進 

・妊婦教室で管理栄養士から食育、栄養について説明。 

・幼児期には食育として、こどもが食材に触れる機会を提供。 

・乳幼児健診で栄養相談の実施。 

事故防止対策に関

する情報提供の充

実 

・乳幼児健診、個別相談、健康教育事業で事故予防に関する情報

提供を行い、年齢に応じた事故と予防について説明。 

(1)母子保健

事業の推進 

（続き） 

小児医療の充実 ・家庭訪問時や乳幼児健診等でかかりつけ医を持つことを推奨。 

・医師会等の関係機関と連携し、小児救急医療体制の充実を図る 

・母子保健事業や広報等を通して、夜間や休日など緊急時に対応

できる医療機関について、早期から情報を提供。 

未熟児の養育医療

費の給付 

・体重が2,000ｇ以下の出生や身体機能が未熟な状態の出生で、

指定医療機関で入院が必要な場合に、入院費用を公費負担。 

妊娠前から子育て

期にわたる切れ目

のない支援の充実 

・たじりっ子わくわく応援事業により、セルフプランの活用やた

じりっ子応援ギフトの配布等を通して妊娠早期から継続した関

わりを実施。 

・年に３回すくすく会議（健康課と子育て支援センターの連携会

議）を開催。 

(2)思春期保

健対策の充実 

思春期保健に関す

る学習の充実 

・小学生に対して、養護教諭と町保健師との連携で、赤ちゃん人

形での沐浴体験や児童の発達段階に応じて、年間指導計画に位

置付けて「命を育む事業」を展開。沐浴体験や出産疑似体験等

を通して命の大切さについて授業を実施。 

・中学生には、赤ちゃん抱っこ体験や妊婦体験、助産師の講演等

を実施し、命の尊さや性についての正しい知識を普及 

・保健の授業で、薬物やタバコについての正しい知識を学び、生

涯に渡って健康な生活を送ることができるよう学習の積み上げ

を行っている。 
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項 目 施策名 主な実施状況 

心の悩みに対する

相談支援体制の充

実 

・大阪府からの中学校へのスクールカウンセラー配置に加え、小

学校配置として町独自でのスクールカウンセラーを１人配置

し、町立学校の児童生徒や保護者、教職員を対象に相談事業を

実施。 

・各専門家の連携を図るため、教育委員会主催での専門家会議を

実施。教員も参加することで、各種スキルの向上を推し進めて

いる。 

・相談支援先を掲載した付箋やクリアファイル等を配布し啓発を

実施。 
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基本目標３ 子どもたちの生きる力と豊かな心の育成 

項 目 施策名 主な実施状況 

(1)生きる力

を育む教育環

境の整備 

保幼小中一貫教育

の推進 

・認定こども園、小学校、中学校の教職員と一貫教育推進課の職

員による合同検討組織を設置し、一貫教育に関する取り組みに

ついて協議。 

・教育委員会の附属機関として、学識経験者、保護者代表、地域

代表等からなる一貫教育審議会を設置し、０歳から15歳の一貫

教育に関する審議を実施。 

・教職員が主体となり一貫教育準備委員会を設置し、認定こども

園、小学校、中学校の相互理解を図りながら交流・連携を実

施。 

・田尻町一貫教育施設整備基本構想を策定。 

地域に開かれた信

頼される学校づく

り・教育コミュニ

ティの推進 

・学校教育自己診断の結果を学校評議会で共有し、地域からの助

言をいただく。 

・学校運営協議会の設置、コミュニティスクールの実現に向け

て、検討を重ね、「地域とともにある学校」をめざす。 

・地域と学校とを結びつける様々な行事を実施し教育コミュニテ

ィづくりを推進。土曜日午前中の学校開放「たじりドキドキ広

場」、こども110番の旗運動に賛同している家庭をこどもたちが

訪問する「こども110番ウォークラリー大会」、地域と学校園が

一体となって活動する「ハートフル事業」を実施。 

楽しい授業、わか

る授業の一層の推

進 

・府加配を活用して小学校中・高学年での算数科少人数指導を実

施。中学校では、英語科での少人数習熟度別指導を実施。小中

連携として中学校保健体育科教員が小学校高学年の授業を実

施。 

・町単費配置講師による小学校低学年の音楽科・図画工作科の専

科指導を実施。 

・小中学生向け夏季勉強会（サマスタ）を実施。 

英語教育の推進 ・小・中学校での教員の指導力の向上を推進するとともに、外国

人英語指導助手を２人配置し、こどもたちが学んだ英語を活用

する場を提供することで、英語によるコミュニケーション能力

の育成をめざす。町立中学校の生徒には年間１回の英検受験料

を補助し、中学校全体での受検を実施。 

・小学校は府加配による専科指導を３～６年生で実施。 

人権教育の推進 ・大阪府教育委員会から提供された「人権教育教材集」等を活用

し、授業を実施。 

情報教育の推進 ・小学校高学年に対しての非行防止教室の中で、スマートフォン

のリスクや個人情報の取り扱いなど、情報モラル教育の視点を

取り入れて実施。 

・GIGAスクール構想による児童生徒１人１台端末の整備により、

授業での利活用や個別最適な学びの実現を推進。併せて、校務

支援システムによる働き方改革も推進。 

中学生を対象とし

た職業体験の推進 

・職業講話と形を変えて様々な職業の方をゲストティーチャーに

招聘し、生徒の職業観を育成。 
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項 目 施策名 主な実施状況 

(1)生きる力

を育む教育環

境の整備 

（続き） 

子ども読書活動の

推進 

・地域の方による読み聞かせを実施。大型モニターを設置し、読

み聞かせの充実を図る。 

・新刊購入の際には、司書の選書だけでなく、「はっぴぃぶっ

く」と連携し、今こどもたちが関心があるジャンルの本を積極

的に購入するように工夫。 

・映像作品特集、戦争学習特集などテーマを決めて特設展示ブー

スを設置。 

幼児期における教

育の充実 

・集団生活の中で「遊び」を中心にして、心身・意欲・態度を育

て「遊びを通しての学びの基礎」を培っている。 

・幼児教育アドバイザー養成講座の積極的な受講と、既存の幼児

教育アドバイザーのフォローアップ研修の受講により、幼児教

育・保育の質の向上を図る。 

教育相談体制の充

実 

・大阪府からの中学校へのスクールカウンセラー配置に加え、小

学校配置として町独自でのスクールカウンセラーを１人配置

し、町立学校の児童生徒や保護者、教職員を対象に相談事業を

実施。 

・ふれ愛センター内に「たじりカウンセリングルーム」として、

臨床心理士を１人配置。町内在住の高校生までの児童生徒や、

保護者に対し、相談事業を実施。 

食育の推進 ・認定こども園では、「望ましい食生活の習慣の形成」「正しい食

事のとり方、態度、習慣を養う」「豊かな心情と好ましい人間

関係を育成」を目標に、年間計画を作成し実施。こどもの発育

状況に応じて家庭と協動し離乳食のステップアップを進めてい

る。 

・小中学校では、給食指導をはじめ、栄養教諭が中心となり、各

教科との関連の中で食育についての学びを深めている。 

・認定こども園栄養士、小中学校栄養教諭、町栄養士が、定期的

に連携会議を行い課題を共有し、各分野での食育の実践に活か

す。 

・こどもの発育状況に応じて家庭と協動し離乳食のステップアッ

プを進めている。 

(2)地域にお

ける青少年の

健やかな育成 

子どもの居場所づ

くりの推進 

・田尻中学校区地域教育協議会と連携して、こどもの居場所づく

りを推進。また、公民館の一室を自習室として開放して誰もが

自由に使えるようにしている。 

・ふれ愛センターにおいてフリースペースを開放し、こどもを含

む住民の憩いの場、学習スペース等として活用。 

・子ども食堂「みんな食堂」が民間の運営により開設。（たじり

っちポイント事業対象） 

身近な遊び場・交

流の場の整備・充

実 

・キッズ・ルームに利用者のニーズに合わせた遊具や絵本を揃

え、季節ごとのイベントの実施等を行うことにより、こどもの

居場所づくりや子育て中の保護者の交流を促進。 

講座・公演の実施 ・こども陶芸教室は、毎年夏の恒例行事の講座となっているほど

定着。親子での体験講座としてフラワーアレンジメントやクリ

スマスリースの作成、こども手話教室の開催などを実施。 

・人形劇「ほっこりシアター」の開催。 

放課後子ども教室

推進事業の充実 

・田尻中学校区地域教育協議会が主体となり、地域と学校とを結

びつける様々な行事を実施し教育コミュニティづくりを推進し

ている。 
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項 目 施策名 主な実施状況 

(2)地域にお

ける青少年の

健やかな育成 

（続き） 

世代間交流の機会

づくりの充実 

・夏休み期間中に、地区福祉委員等の協力を得て、「たじりドキ

ドキ広場」で縁日遊びを実施。 

・多世代交流事業を実施。体操やレクレーションを多世代で行

う。ふれ愛センターまつりにて長友会が輪投げなどのニュース

ポーツ体験ブース開催し、多世代交流の場を提供。 

・小学生の宿題のサポートを地域の高齢者が行い、その後一緒に

レクレーションで交流。 

子どもを取り巻く

有害環境対策の推

進 

・小学校５年生を対象に、岸和田少年サポートセンターによる非

行防止教室を実施。小学校６年生を対象に泉佐野警察署による

非行防止教室を実施。 

薬物乱用防止対策

の推進 

・養護教諭を中心に保健の授業での取り扱いを基本としている。 
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基本目標４ 子どもと子育て家庭にやさしい環境づくり 

項 目 施策名 主な実施状況 

(1)子どもを

取り巻く安全

の確保 

交通安全対策の推

進 

・小学校１年生に対する交通安全講話及び歩行訓練を実施。小学

校２年生に対する交通安全講話及び自転車通行訓練を実施。 

・町内５か所で小学校低学年のこどもたちを対象に、登下校時の

定点見まもりを実施。地域のボランティア参加者が、円滑に活

動できるよう、日程調整や備品の整備を行っている。 

・町立認定こども園にて交通安全講話及び歩行訓練を実施。 

子どもを見守る活

動の推進 

・こども110番推進事業として、田尻中学校区地域教育協議会が

主体となり「こども110番ウォークラリー大会」を開催。 

・小学校低学年の児童を対象に、泉佐野警察署による交通安全教

室を実施。 

学校等における子

どもの安全確保対

策の充実 

・不審者対応マニュアルの見直し、所管警察署との連携による訓

練等、こどもの安全確保のための取り組みを実施。 

・学校園の緊急対応マニュアルを見直し、統一できるものは合わ

せるように改善。不審者侵入時のフローチャートに基づく訓練

を実施。 

通学路の安全対策

の推進 

・防犯灯と防犯カメラを設置。 

・定期的な青色防犯パトロール車による見守り活動を実施。車両

の維持管理や講習会の開催を行い、活動を支援。 

公園整備の推進 ・遊具等の定期点検等を実施し、不良箇所については、随時、修

繕等を実施。公園等について、順次、防犯カメラを設置。 

 

基本目標５ きめ細かな配慮を必要とする子育て家庭への支援 

項 目 施策名 主な実施状況 

(1)児童虐待

の防止 

児童虐待防止に関

する啓発と学習機

会の充実 

・年１回虐待予防講演会を実施し、虐待によるこどもへの影響に

ついて周知・啓発。 

・虐待予防月間に街頭啓発を実施。 

相談支援の充実 ・乳幼児健康診査や乳児家庭全戸訪問事業、産後ケア事業等を実

施し、養育不安や養育負担の軽減に努めた。特に支援を要する

家庭に対しては、養育支援訪問を実施し、専門職による助言・

指導等の支援を実施。専門職による支援の充実を図る。 

・各機関の相談窓口で電話や面談等で相談支援を実施。 

・子育てガイドブックの作成や町広報を活用して、相談窓口の周

知。子育て講演会の中で町の子育て支援機関の紹介を行い、相

談支援について啓発。 

児童虐待防止など

要保護児童対策の

推進 

・認定こども園、小学校、中学校と連携して学期ごとのケース会

議を実施。学校園、関係課、関係機関と情報共有しながら要保

護・支援児童の早期発見に努めている。 

(2)障害のあ

る子どもの支

援 

障害の早期発見、

早期療育 

・乳幼児健康診査を実施し、必要な児に対しては健診後のフォロ

ーを実施。また関係機関と連携し、早期療育につながるよう支

援。 

相談支援の充実 ・児童発達支援について保護者や支援者から課題やニーズを聞き

取り、関係機関と連携し、適切な支援につなげている。 

・発達相談や療育相談を実施。 

・基幹相談支援センターや地域子育て支援センター、療育機関、

医療機関等と連携し、相談支援体制を強化。 
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項 目 施策名 主な実施状況 

(2)障害のあ

る子どもの支

援（続き） 

障害福祉サービス

の充実 

・町内唯一の民間通所支援事業所を、地域障害児支援体制中核拠

点として登録。当該事業所が中核機能を発揮することで、町の

障害児支援の強化が図られ、児童発達支援センターに近い形の

支援体制を構築。 

医療的ケアを必要

とする児童への支

援の充実 

・小児在宅医療ケア連絡会を圏域設置し、事例検討や情報交換を

近隣自治体間で行い、支援体制の構築に努めている。 

・医療的ケアコーディネーターを２人（保健師）配置。 

インクルーシブ教

育の充実 

・障害のあるこどもたちの学びの場を検討する就学支援相談の実

施。就学前保護者対象の見学会・説明会の実施など、正しい理

解を進めた上で、特別支援教育を行えるようにしている。 

・町内療育施設による保育所等訪問支援事業を生かし、保護者と

の情報共有や支援方針検討や相談などを実施。 

各種手当・給付

金・助成の充実 

・各種申請案内、決定通知を実施。 

(3)生活困窮、

ひとり親など

の子どもや家

庭への支援 

教育に関する支援

の充実 

・幼稚園教育要領改訂・保育所保育指針改訂に伴い、改訂のポイ

ントを理解し、各年齢の教育保育カリキュラムを策定。 

・小学校での昼学習ボランティアや、中学校での学び舎Youth事

業など、外部人材を活用した学習支援を行うことで、基礎学力

の定着を行っている。 

課題を有する子ど

もの早期発見・支

援の仕組づくり 

・認定こども園や小中学校、学校関係課と保健福祉部局が連携

し、支援を要する家庭へ様々な視点から介入を実施。 

・重層的支援体制整備の視点から各課の連携を強め、情報共有す

ることで早期発見・早期対応。多職種連携の推進のため専門家

会議や教員研修も実施。 

・相互参観、年度末の引継ぎにより確実に情報共有を実施。困り

感の大きい家庭については別で詳細の引継ぎを実施。 

生活の安定に資す

るための支援の充

実 

・児童扶養手当等の手続きや相談で来庁した、ひとり親家庭の親

等に対し、生活状況等を聞き取り、必要に応じて関係機関と連

携し適切な支援につなげている。支援制度の案内等も実施。 

・保育、給食の無償化により経済的負担を軽減し、就労を促し

た。育児休暇からの復帰に係る優先入所等により、可能な限り

保育の提供に努めた。 

・２歳児未満の乳幼児のいる子育て世帯に対し、経済的負担の軽

減を図るため、廃棄物処理の減免の処置を行い町指定の有料袋

を配布。 

・乳児家庭全戸訪問事業や養育支援訪問事業、要保護児童対策地

域協議会などを通じて、保護者への養育支援を実施。 

各種手当・助成の

充実 

・国や大阪府の制度について、町広報誌、ホームページやＳＮＳ

等に掲載、さらに公共施設においてチラシの配架等を実施。 
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田尻町母子保健計画（平成27(2015)年策定）で掲げた目標指標の達成状況について、

評価が可能であったものを整理した結果は次の通りです。 

 

栄養・食生活については、小学６年生の朝食欠食を除いて目標を達成しています。 

妊娠中の妊婦の飲酒・喫煙率、育児期間中の父親の喫煙率については、目標達成また

は改善傾向にありますが、母親の喫煙率については悪化してます。 

歯と口腔の健康については、かかりつけ歯科医を除いて目標達成または改善傾向にあ

ります。 

 

A 目標達成、B 改善、C 変化なし、D 悪化 

内 容 

中間評価 目標値 最終評価 

令和元 

（2019)年 

令和６ 

(2024)年 

令和６ 

(2024)年 

栄養・

食生活 

朝食を欠食する子ども

の割合 

小学４年生 16.9% 

減少傾向へ 

5.8% A 

小学６年生 12.1% 15.7% D 

中学２年生 16.3% 14.3% A 

家族と食事をする子ど

もの割合（共食率） 
夕食 

小学６年生 33.3% 
増加傾向へ 

98.0% A 

中学２年生 30.4% 97.1% A 

夕食後就寝までの間に

間食している人の割合 

小学 4 年生､6 年生､中学 2

年生および 20 歳以上 
26.6% 減少傾向へ 21.4% A 

アルコール 妊娠中の妊婦の飲酒率 3.1% 0% 0.0% A 

たばこ 

妊娠中の妊婦の喫煙率 6.3% 0% 1.6% B 

育児期間中の両親の喫

煙率 

父親の喫煙率 37.5% 
減少傾向へ 

31.4% A 

母親の喫煙率 6.3% 8.8% D 

幼児生徒における家庭

での受動喫煙率 
幼児保護者 7.6% 0% 8.3% C 

休養・

こころ

の健康 

就寝時間 
午後 10 時

以降の就寝 

1 歳 6 か月児 37.0% 
減少傾向へ 

15.6% A 

3 歳 6 か月児 26.5% 21.7% A 

歯と口

腔の健

康 

仕上げ磨きをする親の割合 74.2% 増加傾向へ 100.0% A 

虫歯のない幼児の割合 

1 歳 6 か月児 100.0% 100% 100.0% A 

2 歳 6 か月児 93.7% 95% 100.0% A 

3 歳 6 か月児 81.0% 90% 98.5% B 

子どものかかりつけ歯科医を持つ親の割合 28.6% 増加傾向へ 27.8% C 
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健康診査・健康管理、事故予防、生と性、子育て支援分野の指標については、目標達

成または改善傾向にあるものが多くを占めていますが、赤ちゃんや小さい子どもの世話

をしたことがある児童・生徒の割合、乳幼児揺さぶられっこ症候群(SBS)を知っている親

の割合、子どものかかりつけ医を持つ親の割合については中間評価時より悪化していま

す。 

 

A 目標達成、B 改善、C 変化なし、D 悪化 

内 容 

中間評価 目標値 最終評価 

令和元 

（2019)年 

令和６ 

(2024)年 

令和６ 

(2024)年 

健康診

査・健

康管理 

乳幼児健康診査未受診

率 

5 か月児 2.9% 

0% 

0.0% A 

1 歳 6 か月児 3.0% 0.0% A 

2 歳 6 か月児 11.1% 9.9% B 

3 歳 6 か月児 3.4% 4.1% C 

乳幼児健診未受診者のフォロー割合 100% 維持 100.0% A 

妊娠 11 週以下の妊娠届出率 98.6% 増加傾向へ 100.0% A 

全出生数中の低体重児の割合 10.5% 減少傾向へ 7.7% A 

1 歳までに BCG 接種を終了しているものの割合 94% 100% 106.0% A 

事故予防 
乳児期にうつぶせ寝をさせている親の割合 9.1% 減少傾向へ 8.3% A 

事故防止対策をしている親の割合 78.0% 増加傾向へ 82.2% A 

生と性 

性教育について家族と

話す割合 

小学６年生  21.2% 
増加傾向へ 

35.3% A 

中学２年生 14.9% 28.6% A 

赤ちゃんや小さい子どもの世話をしたことがある

児童・生徒の割合 
61.5% 増加傾向へ 59.2% D 

子育て

支援 

マタニティマークを妊娠中に使用したことのある

母親の割合 
76.3% 70% 89.1% A 

乳幼児揺さぶられっこ症候群(SBS)を知っている

親の割合 
100.0% 100% 91.5% D 

出生後 1 か月児の母乳育児の割合 62.5% 増加傾向へ 31.9% D 

産後 1 か月での EPDS9 点以上の褥婦の割合 8.0% 減少傾向へ 4.3% A 

子どものかかりつけ医

を持つ親の割合 

0 歳（5 か月児） 61.0% 維持 74.5% A 

3 歳（3 歳 6 か月児） 83.9% 95% 77.8% D 

ゆったりとした気分で

子どもと過ごせる時間

ある母親の割合 

0 歳（5 か月児） 80.0% 維持 89.4% A 

1 歳（1 歳 6 か月児） 69.7% 維持 92.3% A 

3 歳（3 歳 6 か月児） 66.7% 64% 60.0% D 

積極的に育児をしてい

る父親の割合 

0歳（5か月児） 65.6% 

増加傾向へ 

80.9% A 

1歳（1歳 6か月児） 53.2% 74.4% A 

3歳（3歳 6か月児） 61.3% 45.0% D 
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１ 基本理念 

こどもは次代を担うかけがえのない存在であり、その健全な育成は、こどものいる家

庭のみならず、すべての町民にとっての喜びでもあります。誰もが安心してこどもを生

み育てることができ、こどもがいきいきと健やかに育つ環境をつくることは、本町にと

って非常に大きな目標です。子育てについて第一義的な責任を有する保護者が、安心し

てこどもを育てられるように、地域や学校、事業者、行政などが一体となってこども施

策に取り組み、こどもたちの笑顔をみんなで喜びあえるような社会にしていくことが大

切です。 

同時に現代社会は、急速な変化を迎え、こどもたちが生きていく未来は、私たちが経

験したことのない社会である可能性があります。そのような社会において、こどもたち

が自ら考え、行動し、変化に対応できる力を身につけることが求められます。地域の

人々と関わり、共に学びあい、成長していくことが重要です。 

本計画においては、第１期、第２期の子ども・子育て支援事業計画において取り組ん

できた教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業、その他様々なこども施策を継承、

充実させながら、すべてのこどもがふれあいと心豊かなこども時代を過ごし、その先、

地域とともにいきいきと健やかに育ち、学び、成長し、未来を創造できるようなまちを

めざします。 
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共にささえ つながり 成長する 

笑顔あふれ こども・若者が未来を創る力を育むまち たじり 
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２ 基本的な視点 

（１）こどもをまんなかに、こどもの最善の利益を第一に考える 

こどもを多様な人格を持った個として尊重し、その権利を保障して、意見を表明し、

社会に参画できるようにします。また、すべてのこどもが個性豊かに今を生き、未来に

向けての生きる力を伸ばし続けることができるよう、ライフステージに応じて切れ目な

く支援します。 

 

（２）誰一人取り残さず、すべての子育て家庭を支援する 

子育てと仕事の両立支援のみならず、家庭でこどもを育てる保護者も含め、すべての

子育て当事者が、幸せな状態で、こどもと向き合うことができるように支援します。 

 

 

（３）社会全体でこどもの育ちを支え、若者の活躍を支援する 

未来を担う人材を育み、社会経済の持続可能性を高め、すべての人の社会的価値の創

造や幸福に向けて、行政だけでなく、家庭、地域、教育、福祉関係機関、企業などが、

協力・連携し、わがまち田尻の強みも生かして、社会全体でこども、若者、子育て当事

者を支えます。 
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３ 基本目標及び施策の体系 

基本目標１ すべてのこどもが心身ともに健やかに育つまち 

安心して、妊娠・出産できるよう正しい知識の普及や相談窓口の周知を図り、出産後

からは母子ともに健やかに育まれるよう、各種健康診査や保健事業の充実を図ります。

また、すべてのこどもが心身とも健やかに成長するための土台となる食育や体力づくり

について各関係機関で啓発や実践機会の充実を図ります。 

「たじり一貫教育」の推進に取り組み、０歳から15歳までのこどもたちの成長を切れ

目なくつなげ、育ち合い、学び合い、郷土への理解と愛着の醸成によるグローバルな人

材育成に取り組みます。 

 

 

基本目標２ 安心とゆとりを持って 

こどもを生み育てることができるまち 

働き方やライフスタイルが多様化するなかで、子育て家庭のニーズに沿った教育・保

育の提供、多様な子育て支援サービスの充実を図ります。 

こどもの育ちを地域で見守り、支える活動を支援する一方、困難を抱えるこどもや家

庭の早期発見と適切な支援を図ります。 

 

 

基本目標３ 地域をあげて 

こども・若者と子育て家庭を支えるまち 

こどもの権利について、すべての大人に対して広く周知を行い、社会全体でこどもの

権利を保障し、こども・若者が安心して意見を表明できる場や機会を提供し、意見を反

映する仕組みを整えます。 

安心して過ごせる居場所の確保や多様な体験活動の提供など、こども・若者が健やか

に成長できるよう支援するとともに、学校・家庭・地域の連携を推進し、教育コミュニ

ティづくりや家庭の教育力の向上に努めます。 

こどもや子育て中の家庭が安心して外出や活動ができるように、道路・公園等の生活

環境の整備・改善に努めます。また、こどもを交通事故や犯罪等の被害から守るための

活動を進めます。 
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施策の体系 

めざす姿 
共にささえ つながり 成長する 

笑顔あふれ こども・若者が未来を創る力を育むまち たじり 

基本的な視点 

（１）こどもをまんなかに、こどもの最善の利益を第一に考える 

（２）誰一人取り残さず、すべての子育て家庭を支援する 

（３）社会全体でこどもの育ちを支え、若者の活躍を支援する 

基本目標 

基本目標１ すべてのこどもが心身ともに健やかに育つまち 

基本目標２ 安心とゆとりを持ってこどもを生み育てることができるまち 

基本目標３ 地域をあげてこども・若者と子育て家庭を支えるまち 

  

基本目標１ 

 

すべてのこどもが

心身ともに健やか

に育つまち 

 
(1)母子保健事業の推進 

(2)思春期保健対策の充実 

(3)生きる力を育む教育の推進 

(4)障害のあるこどもの支援 

(5)いじめ、不登校、自殺対策の推進 

    

基本目標２ 

 

安心とゆとりを持

ってこどもを生み

育てることができ

るまち 

 
(1)仕事と家庭生活との両立支援、少子化対策の推進 

(2)子育て支援体制づくり 

(3)子育て支援・保育サービスの充実 

(4)児童虐待の防止 

(5)生活困窮、ひとり親などのこどもや家庭への支援 

    

基本目標３ 

 

地域をあげてこど

も・若者と子育て

家庭を支えるまち 

 (1)こどもの権利の擁護と尊重 

(2)居場所づくりや体験・交流の場の充実 

(3)若者が望む暮らしの実現に向けた支援 

(4)こども・若者を取り巻く安全の確保 
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基本目標１ 

すべてのこどもが心身ともに健やかに育つまち 

（１）母子保健事業の推進 

施策名 施策の内容 窓口（担当） 

妊婦の健康づくりの

推進 

〇妊娠届出時に母子健康手帳を交付し、事業の啓

発や妊婦相談を実施します。また、妊婦健康診

査の公費負担、妊婦の歯科健診の推進及び公費

負担など、妊娠中の健康管理に関する事業を進

めます。さらに、妊婦の就労状況の変化などを

踏まえ、対象者のニーズに合った事業の実施方

法の検討を行います。 

健康課 

乳幼児健康診査の充

実 

〇乳幼児の健全な発育・発達を促進するため、新生

児聴覚検査や乳児一般健康診査、５か月児健康診

査、１歳６か月児健康診査、２歳６か月児歯科健

康診査、３歳６か月児健康診査を実施します。ま

た、様々な事業や他機関との連携を図り、未受診

者のフォロー体制の充実に努めます。 

〇こどもの心身の発達・発育の状況や疾病の早期

発見に取り組むとともに、親の育児不安等に対

する相談支援の充実を図ります。 

〇乳幼児健診において、フッ素塗布や歯科相談等

を実施し、歯の健康づくりの普及啓発に努めま

す。 

健康課 

乳幼児の健康づくり、

発育に関する情報提

供・相談支援の充実 

〇乳幼児のいる家庭を保健師・助産師等が訪問

し、こどもの健康管理や子育てに関する相談支

援を実施します。 

〇乳幼児健康診査や各種母子保健事業等におい

て、乳幼児の健康管理や発育・発達、母子保健

に関する情報提供や相談支援を実施します。 

〇子育て支援アプリを活用し、母子保健や子育て

支援に関わる情報を提供します。 

健康課 

第４章 施策の展開 
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施策名 施策の内容 窓口（担当） 

予防接種の実施 〇各種感染症の予防のため、定期予防接種を行い

ます。接種の必要性について啓発し、未接種者

には、健診時などを通じて勧奨に努め、接種率

の向上をめざします。 

健康課 

妊娠期から乳幼児期

における食育の推進 

〇妊婦教室や親子教室・食体験等、母子保健事業

においてこどもの発達段階に応じて望ましい食

習慣を身に着けるよう食育を推進します。 

健康課 

事故防止対策に関す

る情報提供の充実 

〇乳幼児健康診査や個別相談、健康教育事業等に

おいて、転落や骨折、やけど、誤飲など家庭内

での事故の防止対策に関する情報を提供し、年

齢に応じた事故とその予防について、保護者の

意識の向上を図ります。 

健康課 

小児医療の充実 〇こどもの急病や事故の時にすばやく対応できる

よう、かかりつけ医を持つことを推奨するとと

もに、医師会などの関係機関と連携し、夜間や

休日等における小児救急医療体制の充実に努め

ます。 

〇母子保健事業や広報等を通して、夜間や休日な

ど緊急時に対応できる医療機関について、早期

から情報を提供します。 

健康課 

未熟児の養育医療費

の給付 

〇体重が2,000グラム以下の出生や身体機能が未

熟な状態の出生で、指定医療機関で入院が必要

な場合に、入院費用を公費負担します。 

子育て・地域福祉課 

妊娠前から子育て期

にわたる切れ目のな

い支援の充実 

〇こども家庭センターを核として関係各課、関係

機関の連携を強化し、妊娠期から子育て期にわ

たる切れ目のない支援を充実します。 

〇関係機関と対象者が同じ目標に向かって、必要

な支援が利用できるよう、サポートプランを作

成し、妊娠後期面談及びたじりっ子わくわく応

援ギフトの配布等を通してサポートプランの活

用を妊娠中から促進します。 

〇産後ケア事業の充実を図ります。 

健康課 

子育て・地域福祉課 
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（２）思春期保健対策の充実 

施策名 施策の内容 窓口（担当） 

思春期保健に関する

学習の充実 

〇命を育む事業・思春期ふれ愛体験学習を通して、

小・中学生に自分自身や周囲の人々の命の尊さを

啓発します。また、性に関する正しい知識の普及

により、父性・母性の涵養を図ります。 

〇保健の授業を通して、薬物やタバコについての正

しい知識を学び、生涯にわたって健康な生活を送

ることができるよう学習機会を提供します。 

健康課 

一貫教育推進課 

 

心の悩みに対する相

談支援体制の充実 

〇こどもたちの思春期特有の心の悩みに適切に対

応するため、臨床心理の専門的な知識を持つス

クールカウンセラーや公認心理師等により、こ

ども本人・教職員・保護者の様々な相談に対応

します。 

〇様々な支援につなげていくため、スクールカウ

ンセラーや臨床心理士、コミュニティソーシャ

ルワーカー等による多職種連携を進めます。 

一貫教育推進課 

健康課 

子育て・地域福祉課 
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（３）生きる力を育む教育の推進 

施策名 施策の内容 窓口（担当） 

たじり一貫教育の推

進 

〇認定こども園、小・中学校において、連続性・系

統性のある教育を実践します。また、０歳から15

歳の一貫した教育カリキュラムの中で学び・育つ

一貫校の設置について検討を進めます。 

一貫教育推進課 

コミュニティスクー

ルの実現 

〇教育活動の状況について、学校教育自己診断を

行い、その結果を学校評議会で共有するととも

に、「地域とともにある学校」をめざし、学校

運営協議会の設置、コミュニティスクールの実

現に向けた取り組みを進めます。 

一貫教育推進課 

地域学校協働活動の

推進 

〇「たじりドキドキ広場（ＴＤＦ）」「こども

110番ウォークラリー大会」「ハートフル事

業」など田尻中学校区地域教育協議会（たじり

try・あんぐる）による地域学校協働活動を推

進し、学校・家庭・地域の協働により教育コミ

ュニティづくりの充実を図ります。 

生涯学習課 

学ぶ楽しさを実感で

きる授業の一層の推

進 

〇少人数習熟度別指導の充実を図り、こどもたち

の学習意欲の向上と、できる喜びやわかる喜び

が実感できる授業の実施に向け、学習指導方法

の工夫・改善に努めます。その実現に向けて、

「主体的・対話的で深い学び」を意識した授業

づくりを進めます。 

一貫教育推進課 

英語教育の推進 〇認定こども園での英語体験や小学校での英語教

育の充実に努めるとともに、小・中学校におけ

る英語教育の指導力の向上に取り組みます。 

一貫教育推進課 

人権教育の推進 〇特別活動や総合的な学習の時間を活用し、様々

な人権課題に対する正しい理解を深め、人権感

覚の豊かなこどもたちの育成に努めます。 

一貫教育推進課 

情報教育の推進 〇インターネット利用時のリスクや個人情報の取り

扱いなど、情報モラル教育の充実に努めます。 

〇学校における情報通信機器の導入・更新などＩ

ＣＴ環境の整備に努め、授業での利活用や個別

最適な学びの実現、教職員の働き方改革を図り

ます。 

一貫教育推進課 
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施策名 施策の内容 窓口（担当） 

中学生を対象とした

職業体験の推進 

〇生徒が仕事の大切さや働くことの喜び、厳しさ

を体験し、将来の進路を考えることができるよ

う、様々な職業の人をゲストティーチャーとし

て招聘して職業講座を行うなど、職業観の育成

を図ります。 

一貫教育推進課 

子ども読書活動の推

進 

〇こどもたちが自主的に読書活動をできるよう、

地域の人による読み聞かせなど、読書の楽しみ

や大切さを身につける取り組みを進めます。 

〇公民館図書室においてこどもたちが興味を持つ

図書の購入を行うとともに、読書イベント等の

取り組みを行います。 

一貫教育推進課 

生涯学習課 

幼児期における教育

の充実 

〇認定こども園においては、各年齢の発達段階に

応じた教育・保育カリキュラムにより、集団生

活の中で「遊び」を中心として、心身・意欲・

態度を育て「遊びを通しての学びの基礎」を培

うよう努めます。 

〇教育・保育に関する専門性を有する幼児教育ア

ドバイザーの養成・フォローアップ等を通じて

幼児教育・保育の質の向上を図ります。 

一貫教育推進課 

教育管理課 

食育の推進 ○町や認定こども園の栄養士、小・中学校の栄養

教諭の連携を図り、地域ぐるみで食育の推進を

図ります。 

〇こどもたちが毎日の食事を通じて、心身ともに

豊かで健康な食生活を送ることができるよう、

認定こども園等において「望ましい食生活の習

慣の形成」「正しい食事のとり方、態度、習慣

を養う」「豊かな心情と好ましい人間関係を育

成」を目標に発達段階に合わせた食育を進めま

す。また、小・中学校では給食指導や栄養教諭

が中心となった食育を進めます。 

健康課 

一貫教育推進課 

教育管理課 

産業振興課 
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（４）障害のあるこどもの支援 

施策名 施策の内容 窓口（担当） 

障害の早期発見、早

期療育 

〇乳幼児健康診査や健診後のフォロー等により、

発達の遅れや心身に障害を持つおそれのある乳

幼児に対し、関係機関と連携しながら、早期療

育につながるよう支援します。 

健康課 

相談支援の充実 〇発達相談や療育相談、児童発達支援を通じて、

保護者や支援者から課題やニーズを聞き取り、

関係機関と連携し、適切な支援につなげます。 

〇基幹相談支援センターやこども家庭センター、

子ども・子育て支援拠点、地域障害児支援体制

中核拠点（民間通所支援事業所）、療育機関、

医療機関等と連携し、相談支援体制を強化しま

す。 

子育て・地域福祉課 

健康課 

 

障害福祉サービスの

充実 

〇対象児童が必要な療育を円滑に受けることがで

きるよう、保護者や地域の関係施設・機関との

連携を強化します。 

子育て・地域福祉課 

医療的ケアを必要と

する児童への支援の

充実 

〇医療的ケアを必要とする児童が、身近な地域で

必要な支援を受けられるよう支援体制の構築に

努めます。 

〇小児在宅医療ケア連絡会を通じて、保健・医療・

福祉・保育・教育等の関係機関による事例検討、

情報交換など連携を図ります。また、関連分野を

調整するコーディネーターを配置します。 

子育て・地域福祉課 

健康課 

特別支援教育の充実 〇障害のあるこどもたちの一人ひとりの教育ニー

ズに応じた特別支援教育を進め、学校施設な

ど、教育環境の総合的な充実に取り組みます。 

〇乳幼児期から学校卒業までの切れ目のない支援

を展開するため、地域関係施設・機関と学校等

の連携を強化し、保護者の同意の上、情報共有

を図り、適正かつ効果的な支援を促進します。 

一貫教育推進課 

各種手当・給付金・

助成の充実 

〇対象となる児童を養育している保護者に対し

て、特別児童扶養手当や障害児福祉手当、障害

児通所給付費等を支給します。また、精神通院

医療や育成医療に関する自立支援医療費の助成

を行います。 

子育て・地域福祉課 

高齢障害支援課 
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（５）いじめ、不登校、自殺対策の推進 

施策名 施策の内容 窓口（担当） 

いじめ対策の推進 〇いじめ問題対策連絡協議会や教育現場等で、い

じめ防止に資する教育、取り組みを推進すると

ともに、早期発見、組織的な早期対応のための

体制を強化します。 

〇相談先の確保、周知や関係機関間の連携を強化

し、いじめ防止対策及び解消のための取り組み

を推進します。 

一貫教育推進課 

教育管理課 

不登校対策の推進 〇不登校というだけで問題行動であると受け取ら

れることのないように配慮することを基本的な

考え方としつつ、すべてのこどもが教育を受け

られるよう、専門家に相談できる機会の確保に

努めます。 

〇教育支援センター「あんど」において、不登校

児童・生徒の居場所づくりに努めます。 

一貫教育推進課 

各種こども相談事業

の充実 

〇教育や心身の発達に関する悩み、いじめ、非

行、こどもの虐待等の問題に対応するため、学

校、教育センターやふれ愛センター等における

こども自身も気軽に相談できる場や体制の充実

に努めるとともに、各種専門職による相談事業

との連携を図ります。 

一貫教育推進課 

子育て・地域福祉課 

教育相談体制の充実 〇いじめや不登校等に適切に対応するため、臨床

心理の専門的な知識を持つスクールカウンセラ

ーや公認心理師等による教育相談体制の充実を

図ります。 

一貫教育推進課 

いのち支える取り組

みの推進 

〇こどもが命や暮らしの危機に直面したとき、身

近にいる信頼できるおとなに援助を求めるため

の具体的かつ実践的な方法の学習、同時に教職

員等の受け止め方に関する研修を行い、こども

たちの命を守ります。 

一貫教育推進課 

企画人権課 

健康課 

ヤングケアラーへの

支援 

〇ヤングケアラーの支援にあたっては、こどもや

家族に自覚がなく、顕在化しづらい場合もある

ことから、周知、啓発や相談窓口の設置により

早期発見につなげるとともに、関係機関の連携

強化を図り、こども本人の意向に寄り添いなが

子育て・地域福祉課 

一貫教育推進課 

高齢障害支援課 
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施策名 施策の内容 窓口（担当） 

ら、こども、家庭に必要な支援へつなぎます。 
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基本目標２ 

安心とゆとりを持ってこどもを生み育てる 

ことができるまち 

（１）仕事と家庭生活との両立支援、少子化対策の推進 

施策名 施策の内容 窓口（担当） 

仕事と家庭生活との

両立支援 

〇子育て家庭の保護者が仕事と家庭生活の両立が

できるよう、就労に関する情報提供や就労支援

講座の実施、相談体制の整備を行うとともに、

保育認定にあたり保護者の就労状況等に応じて

柔軟に対応します。 

〇女性のための相談など、子育てや生活に関連す

る女性の様々な悩みや不安を解消するために、

気軽に相談できる機会を充実します。 

〇男性の積極的な子育てを促進するため、男女共

同参画講座や講演会等の開催、広報誌等による

啓発を進めます。 

産業振興課 

子育て・地域福祉課 

企画人権課 

結婚を望む人への支

援の検討 

〇多様な価値観が尊重されることを大前提とし、

結婚を望む人への出会いの場の提供に関する広

域的な取り組みなど、希望に応じた支援の検討

を進めます。 

子育て・地域福祉課 

こどもを持ちたいと

望む人への支援 

〇こどもを持ちたいと望む夫婦等の支援や、産

前、産後から子育て期の切れ目のない伴走型支

援を行い、安心して子育てができる環境を整え

ます。 

健康課 

子育て・地域福祉課 

町外の子育て世代に

向けた情報発信 

〇町への移住を促進するため、こども施策や町の

魅力に関する情報発信に努めます。 

子育て・地域福祉課 

不妊治療、不育症治

療を行う人への支援

体制の充実 

〇不妊（男性不妊を含む）や不育症治療に関する

助成を行うとともに、不妊や不育に悩む人への

相談支援の充実に努めます。 

健康課 
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（２）子育て支援体制づくり 

施策名 施策の内容 窓口（担当） 

子育て支援に関する

情報提供体制の充実 

〇ホームページ・子育て支援アプリ・広報誌への

関連情報の掲載、「子育てガイドブック」「子

育て・子育ち応援誌」の更新・配布、子育て講

演会の開催などを通じて、地域における子育て

支援に関する情報提供の充実に努めます。 

〇外国籍あるいは外国につながるこどもや保護者

が、子育て支援の制度・サービスに関する適切

な情報を入手できるよう、多言語による情報提

供に努めるとともに、地域で開催されている日

本語教室の情報を発信します。 

子育て・地域福祉課 

企画人権課 

健康課 

地域における乳幼児

の居場所と仲間づく

りの支援 

〇認定こども園の地域での活動や園庭開放などを

通じて、乳幼児期のこどもたちの遊び場や仲間

づくりの場を提供するとともに、子育て中の保

護者の負担や不安の解消を図ります。 

教育管理課 

子育て・地域福祉課 

こども家庭センター

の設置 

〇母子保健と児童福祉の両機能が一体となった相

談支援を行う「こども家庭センター」を設置

し、すべてのこどもとその家庭及び妊産婦等に

対して包括的支援を図ります。 

子育て・地域福祉課 

地域子育て支援セン

ターの充実 

〇ふれ愛センターに「子ども・子育て支援拠点」

を整備し、就学前までのこどもと保護者を対象

として子育てに不安や悩みを持つ保護者へ支援

を行うとともに、親同士の情報交換の場や親子

の交流の場等の充実を図り、遊びを通じたこど

もの成長のサポートと必要な支援を行います。 

子育て・地域福祉課 

子育てについての学

習機会の提供 

〇子育て中の親同士が悩みを打ち明けあいながら

つながりを確保する機会を提供します。また、

認定こども園の保護者や小・中学校ＰＴＡ役員

を対象とした学習会など、様々な世代が子育て

について学び・共有できる学習機会を提供しま

す。 

子育て・地域福祉課 

生涯学習課 
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（３）子育て支援・保育サービスの充実 

施策名 施策の内容 窓口（担当） 

教育・保育事業の充

実 

〇保護者が日中就労等のために保育できない就学

前児童を認定こども園で適切に保育するため、

入所希望状況などに応じた受け入れに今後とも

努めます。 

〇様々な教育・保育ニーズと供給体制とのバラン

スを勘案しつつ、近隣市町村や関係機関と連携

しながら教育・保育事業の充実に努めます。 

教育管理課 

子育て・地域福祉課 

保育内容の充実 〇様々な保育時間帯や多様な家庭環境での子ども

の育ちを理解した上で、個々に対するきめ細か

な保育・指導を行います。また、研修等により

保育士・幼稚園教諭の資質・指導力の向上を図

ります。 

〇教育・保育事業における十分な人材を確保でき

るよう、人材の募集・採用・サービス提供方法

等について、大阪府と連携しながら検討を進め

ていきます。 

一貫教育推進課 

教育管理課 

幼保連携型認定こど

も園における一元化

保育の推進 

〇総合施設としての認定こども園の質の向上を図

るとともに、０～５歳児の育ちを見通した保育

教育計画の策定、実践に努めます。 

一貫教育推進課 

教育管理課 

開かれた認定こども

園づくりの推進 

〇保育参観（公開保育）の実施やボランティアに

よる園行事の開催などを通じて地域の人々との

交流を促進し、開かれた認定こども園づくりを

進めます。 

一貫教育推進課 

教育管理課 

一時預かり事業の充

実 

〇子育て中の家庭が、それぞれの状況やニーズに

合った一時預かりサービスを選択できるよう、

一時預かり事業の預かり定員の拡大や子育て短

期支援事業の実施に努めます。 

子育て・地域福祉課 

こども誰でも通園制

度の実施 

○子ども・子育て支援拠点において、就労要件を

問わず時間単位で柔軟に利用できるこども誰で

も通園制度を実施し、すべての子育て家庭に対

して、多様な働き方やライフスタイルにかかわ

らない形での支援を図ります。 

子育て・地域福祉課 
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施策名 施策の内容 窓口（担当） 

なかよし学級の充実 〇保護者が就労等により昼間家庭にいない小学生

を対象に、「なかよし学級」を実施し放課後の

居場所・遊び場を確保するとともに、施設・設

備の充実に努めます。 

〇国の「放課後児童対策パッケージ」に基づき、

放課後子ども教室として位置づけられる「たじ

りドキドキ広場」と合同事業を行ったり、ふれ

愛センター内に整備する「子ども・子育て支援

拠点」等と連携しながら、放課後の居場所・遊

び場の確保に努め、放課後対策を総合的に推進

していきます。 

生涯学習課 

子育て・地域福祉課 

ファミリー・サポー

ト・センター事業の

実施 

〇乳幼児や小学生等の児童の預かりなど、特に臨

時的・突発的な保育ニーズに応じられるよう、

保育をする人（援助会員）と、こどもを預けた

い保護者（依頼会員）とのマッチングを行うフ

ァミリー・サポート・センター事業の促進に努

めます。 

〇必要な保育ニーズに応えることができるよう、

新規援助会員の育成や既存会員のスキル向上な

ど運営体制及び事業内容の充実に努めます。 

子育て・地域福祉課 

手当・助成の充実 〇子育て家庭の経済的負担の軽減を図るため、国の

制度に基づき、対象となる児童を養育している保

護者に対して、児童手当を支給します。また、こ

ども医療費助成により、18歳到達最初の３月末ま

での医療費の自己負担分を助成します。 

〇３歳児から５歳児までの幼稚園、保育所、認定

こども園などを利用する園児等や町立小学校・

中学校児童等の給食費の無償化を行い、子育て

家庭の経済的負担の軽減を図ります。 

○満２歳に達する日までの乳幼児のいる子育て世

帯の経済的負担の軽減を図るため、町指定有料

ごみ袋を配布します。 

〇妊婦及び満２歳に達する日までの乳幼児のいる子

育て世帯が、安心して安全に通院や外出ができる

よう、タクシー利用料金の一部を助成します。 

〇妊婦のための給付金制度により、妊娠期から出

産・子育て期まで切れ目ない支援の提供及び経

済的支援を図ります。 

子育て・地域福祉課 

教育管理課 

生活環境課 

健康課 
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（４）児童虐待の防止 

施策名 施策の内容 窓口（担当） 

児童虐待防止に関す

る啓発と学習機会の

充実 

〇虐待予防講演会の実施や街頭啓発を通じて、児

童虐待防止法等の内容や、体罰や暴力がこども

に及ぼす悪影響、体罰によらない子育て、住民

の通告義務について周知・啓発します。 

子育て・地域福祉課 

相談支援の充実 〇乳幼児健康診査や乳児家庭全戸訪問事業、養育

支援訪問事業などを通して、児童虐待を未然に

防ぐための相談支援を実施します。 

〇地域子育て支援拠点事業や児童家庭相談、その

他電話相談等により、児童虐待を未然に防ぐた

めの相談支援を実施します。 

健康課 

子育て・地域福祉課 

 

児童虐待防止など要

保護児童対策の推進 

〇要保護児童対策地域協議会を中心に、庁内各課

や児童相談所、関係機関との連携を強化し、虐

待の早期発見から発見後のフォローまでの要保

護児童にかかる総合的な対応に努めます。 

〇こども家庭センターの設置に伴い、関係機関と

より連携し支援に取り組んでいけるよう調整し

ます。 

〇暴力が家庭のなかで日常的に行われ、子どもへ

の面前ＤＶとなる可能性がある場合などには、

ＤＶ担当部局と連携し対応を行います。 

子育て・地域福祉課 

企画人権課 
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（５）生活困窮、ひとり親などのこどもや家庭への支援 

施策名 施策の内容 窓口（担当） 

教育に関する支援の

充実 

〇小学校における昼学習ボランティア、中学校に

おける学び舎Youth事業など、外部人材を活用

した学習支援を行うことで、基礎学力の定着を

図ります。 

〇就学援助など家庭の教育費負担を軽減するよう

努めます。 

教育管理課 

一貫教育推進課 

課題を有するこども

の早期発見・支援の

仕組みづくり 

〇重層的支援体制整備の視点から庁内・教育委員

会各課の連携を促進し、課題を有するこどもた

ちを早期に発見し、支援につなげる体制を強化

します。 

〇厳しい状況にあるこどもの情報が確実に引き継

がれるように、校種間（認定こども園、小・中

学校）や関係機関の連携を強化します。 

一貫教育推進課 

子育て・地域福祉課 

健康課 

高齢障害支援課 

生活の安定に資する

ための支援の充実 

〇ひとり親家庭の親が安心して子育て・家事と仕

事の両立ができ、こどもの健やかな成長が図れ

るよう、相談支援体制の充実や各種支援制度の

啓発など、生活全般における支援体制の充実に

努めます。 

〇保育・給食の無償化により生活困窮家庭の経済

的負担を軽減するとともに就労を促すため、保

育の提供に努めます。 

〇乳児家庭全戸訪問事業や養育支援訪問事業、要

保護児童対策地域協議会などを通じて、保護者

への養育支援を実施します。 

〇困難な問題を抱える女性への支援に関する法律

に基づく相談支援体制との連携を図ります。 

子育て・地域福祉課 

健康課 

企画人権課 

各種手当・助成の充

実 

〇対象となる児童を養育している保護者に対し

て、児童扶養手当を支給します。また、医療費

の自己負担額の一部を助成するひとり親家庭医

療費助成を実施します。 

〇対象者に国や大阪府の制度が広く認知され、利

用が促進されるよう、広報・啓発に努めます。 

子育て・地域福祉課 

  



第４章 施策の展開 

75 

基本目標３ 

地域をあげてこども・若者と子育て家庭を 

支えるまち 

（１）こども・若者の権利擁護と尊重 

施策名 施策の内容 窓口（担当） 

こども・若者の権利

の擁護 

〇こども・若者一人ひとりの権利を守り育むた

め、子どもの権利条約やこども基本法の理念等

について広く住民に周知するとともに、人権教

育、相談活動等を実施し、こども・若者の権利

擁護の推進を図ります。 

子育て・地域福祉課 

各課 

こども・若者の意見

の尊重や参画の促進 

〇こども基本法の理念に基づき、こども・若者の

意見を表明する機会を確保し、その意見を尊重

するための仕組みづくりに努めます。 

子育て・地域福祉課 

各課 

ライフステージに応

じた切れ目ない支援 

〇こども・若者の状況に応じて必要な支援が特定

の年齢で途切れることなく行われ、自分らしく

社会生活を送ることができるようになるまでを

社会全体で切れ目なく支えます。 

各課 
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（２）居場所づくりや体験・交流の場の充実 

施策名 施策の内容 窓口（担当） 

身近な遊び場・交流

の場の整備・充実 

〇ふれ愛センター内に整備する「子ども・子育て

支援拠点」において遊びの場や交流の場として

整備するとともに、こどもや若者と地域の人々

との交流を促します。 

子育て・地域福祉課 

こどもの居場所づく

りの推進 

〇公民館の自習室、ふれ愛センターのフリースペ

ースなど、こどもや若者を含む住民の憩いの場

として提供します。 

○田尻中学校区地域教育協議会と連携しながら、

様々な世代のこどもが活動できる居場所や遊び

場、学習の場づくりを推進します。 

子育て・地域福祉課 

生涯学習課 

 

講座・公演の実施 〇公民館講座の一環として、親子やこどもが参加

しやすい内容の講座を開催します。 

〇こどもが興味を持つ子ども人形劇の公演等を開

催し、こどもたちが文化に触れる機会を提供し

ます。 

生涯学習課 

放課後子ども教室推

進事業の充実 

〇「たじりドキドキ広場」など、土曜日等に子ど

もが自由に参加できる居場所を確保し、希望者

へ様々な体験や学びのメニューを提供します。 

〇「なかよし学級」との合同事業を行うなど、相

互の連携を強化しながら、放課後対策を総合的

に推進します。 

生涯学習課 

世代間交流の機会づ

くりの充実 

〇地区福祉委員等の協力を得て「たじりドキドキ

広場」で世代間交流イベントの開催、老人福祉

センターにおける多世代交流の機会づくりな

ど、地域社会でのつながりを強め、こどもの育

成と子育て支援の充実を図ります。 

〇ふれ愛センター内において世代間交流の機会づ

くりの充実を図ります。 

子育て・地域福祉課 

高齢障害支援課 

生涯学習課 
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（３）若者が望む暮らしの実現に向けた支援 

施策名 施策の内容 窓口（担当） 

心身の健康向上 〇こどもや若者が成長や発達の状況に応じて、運

動習慣や食生活、睡眠、性や妊娠などのこころ

や身体の健康管理に必要な情報や正しい知識を

身に付けられるよう普及啓発や情報提供、相談

支援を行います。 

○若い世代が、自身の健康を管理し、必要な時に

必要なサポートを受けられるよう情報提供や相

談支援を行います。 

健康課 

 

若者のライフデザイ

ンに対する支援 

〇若者が主体的に自らのライフデザインが描ける

よう、キャリア形成支援や、こどもの頃からの

ライフプランニング教育を推進します。 

○二十歳のつどい等の催しで妊娠・出産に関する

リーフレットを配布し、ライフデザインを考え

る機会を提供します。 

〇スタートアップ支援や能力向上支援など、若者

の新たな挑戦を応援するための支援を行いま

す。 

産業振興課 

一貫教育推進課 

健康課 
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（４）こども・若者を取り巻く安全の確保 

施策名 施策の内容 窓口（担当） 

こどもを取り巻く有

害環境対策の推進 

〇小学校高学年を対象とした非行防止防止教室や

生活指導の充実を通じて、児童の規範意識を醸

成し、こどもの健全な育成を推進します。 

一貫教育推進課 

薬物乱用防止対策の

推進 

〇薬物乱用を防止するため、関係機関・団体とと

もに薬物乱用防止教室を実施するなど、総合的

な防止対策の推進に努めます。 

一貫教育推進課 

健康課 

交通安全対策の推進 〇認定こども園園児や小学校低学年児童を対象に

した交通安全に関する講話、歩行訓練、自転車

通行訓練など、効果的な交通安全教育を実施し

ます。 

〇登下校時のこどもの安全のため、通学路のうち

交通量の多い交差点において、小学校低学年児

童を対象とした「たじり子どもの安全見まもり

隊」による見守り活動を実施します。 

土木下水道課 

安全安心まちづくり推進局 

 

こどもを見守る活動

の推進 

〇地域のこどもたちを地域で守り、こどもが安心

して暮らせる環境を確保するために、こども

110番推進事業やスクールガードリーダーの巡

回活動等、地域住民等による見守り活動を促進

し、安全・安心なまちづくりを進めます。 

一貫教育推進課 

生涯学習課 

学校等におけるこど

もの安全確保対策の

充実 

〇不審者対応マニュアルの見直しを実施するとと

もに、認定こども園・学校において不審者侵入

時の対応訓練等を実施するなど、こどもの安全

を確保するための体制を確立します。 

教育管理課 

一貫教育推進課 

通学路の安全対策の

推進 

〇防犯灯や防犯カメラの新設・維持管理・更新な

どを通じて、地域住民の安全確保に努めます。 

〇各種団体による青色防犯パトロール車の見守り

活動について、車両の維持管理や講習会の開催

など、活動の支援に努めます。 

安全安心まちづくり推進局 

 

公園整備の推進 〇こどもや子育て家庭が安心して活動することが

できるよう、遊具等の定期点検、防犯カメラの

設置等を計画的に実施します。 

都市みどり課 
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１ 教育・保育提供区域の設定 
子ども・子育て支援法の規定に基づき、幼児期の教育・保育及び地域子ども・子育て

支援事業の提供にあたって、教育・保育提供区域を設定します。 

区域は、地理的条件や人口、交通機関・道路などの社会的条件、教育・保育施設の立

地状況や利用実態、今後の利用希望、幼児期の教育と学校教育との連携・接続などを総

合的に勘案して定める必要があります。 

本町は概ね1.5キロメートル四方を行政区域とし、人口約8,200人という小さなまちで

す。また、認定こども園、小学校、中学校ともそれぞれ１つしかなく、町内全域を区域

としています。このため、教育・保育提供区域についても、町内全域を１つの区域とし

て設定します。 

 

第５章 教育・保育の内容と提供体制 

田尻町立認定こども園（田尻エンゼル） 

※子育て支援センターは、子ども・子育て支援拠点として令和８

(2026)年に田尻町総合保健福祉センター内へ移転します。 

田尻交流広場 

たじりっち広場 

教育センター 

田尻町総合保健福祉センター（ふれ愛センター） 
（子ども・子育て支援拠点 令和8年開設） 
（こころ園 障がい児通所支援事業所） 

潮風グラウンド 

シーサイドドーム 

田尻町立公民館 

田尻町立中学校 

田尻町立小学校  

田尻町役場 

吉見ノ里駅（南海本線） 

田尻駅上広場 

子育て支援センター 
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２ 教育・保育の量の見込みと確保方策 

（１）特定教育・保育施設（１号・２号・３号認定） 

子ども・子育て支援法に基づき、市町村計画において定める教育・保育事業の内容は

下表のとおりです。 

対象年齢 認定区分 対象事業 事業の主な対象家庭 

３～５歳児 １号認定 教育標準時間認定 
幼稚園 
認定こども園 

専業主婦(夫)家庭 
就労時間が短い家庭等 

３～５歳児 ２号認定 保育認定 
標準時間認定 保育所 

認定こども園 
ひとり親家庭 
共働き家庭等 

短時間認定 

０～２歳児 ３号認定 保育認定 
標準時間認定 保育所 

認定こども園 
地域型保育事業 短時間認定 

※教育標準時間：１日４時間の幼児教育の時間。 

※保育標準時間：主にフルタイムの就労を想定。８～11 時間開所時間に相当。 

※保育短時間：主にパートタイムの就労を想定。（保育標準時間と教育標準時間の中間程度を想定） 

 

教育・保育事業の「量の見込み」（現在の利用状況及び利用希望）を算出するにあたっ

て、国の「第三期市町村子ども・子育て支援事業計画等における「量の見込み」の算出

等の考え方」では、第一期計画の策定時に示した標準的な算出方法により「量の見込み」

を算出することを可能とする一方で、既存のデータの活用等により、より効果的・効率

的な把握が可能である場合は、各市町村の実情に応じて適切に対応することも可能とし

ています。 

本町においても第２期子ども・子育て支援事業計画の策定時に標準的な算出方法によ

り、教育・保育事業の「量の見込み」を算出しましたが、認定こども園及び幼稚園〔１

号（３～５歳）＋２号（３～５歳、教育）〕、認定こども園・保育所・地域型保育〔３号

（０～２歳）〕で平成31(2019)年度実績を大きく下回る推計人数となったことから、平成

31(2019)年度の各施設の実績利用率に令和２(2020)年度から令和６(2024)年度の推計児

童数を乗じる形で「量の見込み」を見込みました。 

第３期子ども・子育て支援事業計画の期間にあたる令和７(2025)年度から令和

11(2029)年度における「量の見込み」についても、国の標準的な算出方法では実際の利

用実態と乖離することが予想されるため、近年の各施設の利用実態を踏まえて見込むこ

ととします。 

町立認定こども園、近隣市の幼稚園・保育所・認定こども園の広域利用を併用し、「量

の見込み」を充足できるものと考えられますが、今後の保護者の就労意向の変化に伴い、

新たな利用希望が生じることも想定されるため、これらのニーズに対応を図っていく必

要があります。 
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単位：人 

令和７(2025)年度 １号認定 ２号認定 
３号認定 

０歳 １歳 ２歳 

量の見込み 60 144 10 23 36 

確
保
方
策 

特定教育・

保育施設 

町内 60 141 10 29 40 

他市町村  5    

確認を受けない幼稚園 10     

上記以外      

計 70 146 10 29 40 

差 10 2 0 6 4 

 

単位：人 

令和８(2026)年度 １号認定 ２号認定 
３号認定 

０歳 １歳 ２歳 

量の見込み 60 129 8 28 33 

確
保
方
策 

特定教育・

保育施設 

町内 60 141 10 29 40 

他市町村  5    

確認を受けない幼稚園 10     

上記以外      

計 70 146 10 29 40 

差 10 17 2 1 7 

 

単位：人 

令和９(2027)年度 １号認定 ２号認定 
３号認定 

０歳 １歳 ２歳 

量の見込み 60 116 8 27 37 

確
保
方
策 

特定教育・

保育施設 

町内 60 141 10 29 40 

他市町村  5    

確認を受けない幼稚園 10     

上記以外      

計 70 146 10 29 40 

差 10 30 2 2 3 
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単位：人 

令和10(2028)年度 １号認定 ２号認定 
３号認定 

０歳 １歳 ２歳 

量の見込み 60 116 8 27 36 

確
保
方
策 

特定教育・

保育施設 

町内 60 141 10 29 40 

他市町村  5    

確認を受けない幼稚園 10     

上記以外      

計 70 146 10 29 40 

差 10 30 2 2 4 

 

単位：人 

令和11(2029)年度 １号認定 ２号認定 
３号認定 

０歳 １歳 ２歳 

量の見込み 60 116 8 27 35 

確
保
方
策 

特定教育・

保育施設 

町内 60 141 10 29 40 

他市町村  5    

確認を受けない幼稚園 10     

上記以外      

計 70 146 10 29 40 

差 10 30 2 2 5 
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３ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと 

確保方策 

地域子ども・子育て支援事業は、国・都道府県による交付金等での支援のもと、市町

村が地域の実情に応じてメニューを選んで実施する事業で、下表の通り(1)～(16)の事業

があります。 

なお、(14)～(16)は、令和６(2024)年４月から児童福祉法改正に伴い創設された事業

です。また、(17)は、令和７(2025)年４月から子ども・子育て支援法改正に伴い創設さ

れる制度で、「地域子ども・子育て支援事業」ではなく、教育・保育施設の利用にあたっ

ての（義務的）給付サービスですが、本計画では、「地域子ども・子育て支援事業」等と

して一連の流れの中で掲載します。 

各事業とも、今後、制度の変更や状況の変化等により量の見込みが大きく変わる場合

は、柔軟な対応を図っていく必要があります。 

 

■地域子ども・子育て支援事業等の対象事業一覧 

（１）利用者支援事業 

（２）地域子育て支援拠点事業 

（３）妊婦健康診査 

（４）乳児家庭全戸訪問事業 

（５）養育支援訪問事業 

（６）子育て短期支援事業（ショートステイ） 

（７）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

（８）一時預かり事業 

（９）延長保育事業 

（10）病児・病後児保育事業 

（11）放課後児童健全育成事業（なかよし学級） 

（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

（13）多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

（14）子育て世帯訪問支援事業（新） 

（15）児童育成支援拠点事業（新） 

（16）親子関係形成支援事業（新） 

（17）こども誰でも通園制度（新） 
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（１）利用者支援事業 

教育・保育施設や地域の子育て支援事業等について、情報提供や相談・助言を行うとと

もに、関係機関との連絡・調整等を実施する事業 

 

【現状】 

地域子育て支援センターでは保育士（子育て支援コーディネーター）が、田尻町総合

保健福祉センター（ふれ愛センター）内の健康課では保健師（母子保健コーディネータ

ー）や管理栄養士等が、妊娠期からの相談や子育て支援、発達等に関する相談事業を実

施しています。 

子育て中の親子の身近な場所において、町が主体となって実施していくことを想定し、

各年度「基本型」１か所、「こども家庭センター型」（旧 母子保健型）１か所を見込みま

す。 

田尻町総合保健福祉センター（ふれ愛センター）内に整備する「子ども・子育て支援

拠点」と「こども家庭センター」において、妊娠期から切れ目なく支援していきます。 

【量の見込み】 

子育て中の親子の身近な場所において、町が主体となって実施していくことを想定し、

各年度「基本型」１か所、「こども家庭センター型」１か所を見込んでいきます。 

【確保方策の内容】 

地域子育て支援センターと田尻町総合保健福祉センター内のこども家庭センターにお

いて、妊娠期から切れ目なく支援していきます。 

単位：か所 

 令和７ 

(2025) 

年度 

令和８ 

(2026) 

年度 

令和９ 

(2027) 

年度 

令和10 

(2028) 

年度 

令和11 

(2029) 

年度 

量の見込み 基本型 1 1 1 1 1 

こども家庭センター型 1 1 1 1 1 

確保方策 基本型 1 1 1 1 1 

こども家庭センター型 1 1 1 1 1 
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（２）地域子育て支援拠点事業 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報

の提供、助言その他の援助を行う事業 

 

【現状】 

令和５(2023)年度における延べ参加人数は3,030人日です。 

【量の見込み】 

過去実績と推計未就学児童数から数を見込みました。令和８(2026)年度以降は「子ど

も・子育て支援拠点」の整備のため、新規利用者数の増及び開設日数の増も含んでいま

す。 

【確保方策の内容】 

令和８(2026)年度以降は、田尻町総合保健福祉センター（ふれ愛センター）内に整備

する「子ども・子育て支援拠点」で実施する予定です。 

 

 令和７ 

(2025) 

年度 ※ 

令和８ 

(2026) 

年度 

令和９ 

(2027) 

年度 

令和10 

(2028) 

年度 

令和11 

(2029) 

年度 

量の見込み 人回 2,884 3,260 3,185 3,063 3,025 

確保方策 施設数 1 1 1 1 1 

※令和７(2025)年度は子育て支援センターにて実施 ※人回は延べ利用回数のことです。  
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（３）妊婦健康診査 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、健康状態の把

握、検査計測、保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的

検査を実施する事業 

【現状】 

令和５(2023)年度における健診受診者数は91人です。 

【量の見込み】 

〇母子ともに健康で安心して出産するためにも、妊婦すべてが受診することが重要とな

るため、量の見込みの算定として、受診率100％をめざし、推計人口の０歳人口を量の

見込みとします。当該年度の妊婦健康診査人数は、その次年度の０歳人口に、下記の

係数を乗じて量を見込みました。 

〇妊娠期間を２か年（年度続き）にわたり健診を受ける場合は、各年度それぞれ「１人」

を計上します。そのため令和３(2021)年度から令和５(2023)年度の３年間の実績から

０歳児人口に対する健診を受けた人数の比率の平均を算出し、推計０歳児人口に上記

の比率を計数として乗じて量の見込みを計算しました。 

【確保方策の内容】 

妊婦健診の受診率100％を想定し、引き続き提供体制を確保します。 

 

 令和７ 

(2025) 

年度 

令和８ 

(2026) 

年度 

令和９ 

(2027) 

年度 

令和10 

(2028) 

年度 

令和11 

(2029) 

年度 

量の見込み 
人 85 82 80 79 77 

人回 714 689 672 664 647 

※人回は延べ利用回数のことです。 
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（４）乳児家庭全戸訪問事業 

生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養

育環境等の把握を行う事業 

【現状】 

令和５(2023)年度における訪問家庭数は51人です。 

【量の見込み】 

量の見込みについては、全戸訪問事業であり、訪問数は100％を想定していることから、

推計人口の０歳人口整数一位を切り上げて、量の見込みとして設定しました。 

【確保方策の内容】 

全戸訪問事業であり、訪問数は１００％を想定し、引き続き提供体制を確保します。 

 

 令和７ 

(2025) 

年度 

令和８ 

(2026) 

年度 

令和９ 

(2027) 

年度 

令和10 

(2028) 

年度 

令和11 

(2029) 

年度 

量の見込み 人 60 60 60 60 60 

確保方策 事業実施予定 1 1 1 1 1 

 

 

（５）養育支援訪問事業 

養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言など

を行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業 

【現状】 

令和５(2023)年度における訪問家庭数は１人です。 

【量の見込み】 

量に見込みについては、過去実績と推計児童数から数を見込みました。 

【確保方策の内容】 

養育支援の必要な家庭への全戸訪問数は100％を想定し、提供体制を確保します 

 令和７ 

(2025) 

年度 

令和８ 

(2026) 

年度 

令和９ 

(2027) 

年度 

令和10 

(2028) 

年度 

令和11 

(2029) 

年度 

量の見込み 人 1 1 1 1 1 

確保方策 事業実施予定 1 1 1 1 1 
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（６）子育て短期支援事業（ショートステイ） 

保護者の病気や仕事等の理由により、児童の養育が一時的に困難となった場合に、児童

養護施設等において必要な保護を行う事業 

 

【現状】 

令和５(2023)年度における利用実績は０人日です。 

【量の見込み】 

保護者の育児疲れや育児不安等の事由により、本事業の活用が想定される数を見込み

ました。 

【確保方策の内容】 

児童養護施設等への委託により継続実施します。 

 

 令和７ 

(2025) 

年度 

令和８ 

(2026) 

年度 

令和９ 

(2027) 

年度 

令和10 

(2028) 

年度 

令和11 

(2029) 

年度 

量の見込み 人日 12 12 12 12 12 

確保方策 人日 12 12 12 12 12 

施設数 1 1 1 1 1 

※人日は延べ利用日数のことです。 
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（７）子育て援助活動支援事業 

（ファミリー・サポート・センター事業） 

乳幼児や小学生の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等の援助

を受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関す

る連絡、調整を行う事業 

 

【現状】 

ファミリー・サポート・センター事業の利用実績は、令和５(2023)年度は22人日です。 

【量の見込み】 

令和２（2020）年度から令和５（2023）年度実績の平均利用率を令和７（2025）年度

から令和11（2029）年度の小学生人数に乗じて数を見込みました。 

【確保方策の内容】 

田尻町社会福祉協議会に委託して実施します。 

 

 令和７ 

(2025) 

年度 

令和８ 

(2026) 

年度 

令和９ 

(2027) 

年度 

令和10 

(2028) 

年度 

令和11 

(2029) 

年度 

量の見込み 人日 53 52 52 51 49 

確保方策 人日 80 80 80 80 80 

※人日は延べ利用日数のことです。 
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（８）一時預かり事業 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として昼間

において、幼稚園、保育所等で一時的に預かる事業。一時預かり事業は、「幼稚園型

（３～５歳）」と「幼稚園型を除く（０～５歳）」の２種類があります。 

 

■一時預かり事業（幼稚園型） 

【現状】 

令和５(2023)年度における延べ利用数は95人日です。 

【量の見込み】 

〇実績の利用日数（令和5（2023）年度は、39人の田尻町立認定こども園１号認定児に対

して実績は95回、一人あたり2.44回）を令和7（2025）年度から令和11（2029）年度の

「１号（３～５歳）と２号（３～５歳、教育）」の人数に乗じて数を見込みました。

「１号（３～５歳）と２号（３～５歳、教育）」は、田尻町立認定こども園1号認定児

の他に町外の幼稚園に通う園児も含みます。 

 

【確保方策の内容】 

田尻町立認定こども園や町外の幼稚園において実施します。 

 

 令和７ 

(2025) 

年度 

令和８ 

(2026) 

年度 

令和９ 

(2027) 

年度 

令和10 

(2028) 

年度 

令和11 

(2029) 

年度 

量の見込み 人日 84 82 72 68 66 

確保方策 人日 84 82 72 68 66 

施設数 1 1 1 1 1 

※人日は延べ利用日数のことです。 
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■一時預かり事業（幼稚園型を除く） 

【現状】 

令和５(2023)年度における延べ利用数は783人日です。 

【量の見込み】 

過去実績と推計児童数、及び保育ニーズの増加に伴う在宅保育家庭の利用増（想定）

から数を見込みました。 

【確保方策の内容】 

令和８(2026)年度以降は、田尻町総合保健福祉センター（ふれ愛センター）内に整備

する「子ども・子育て支援拠点」で実施する予定です。 

 

 令和７ 

(2025) 

  年度 ※ 

令和８ 

(2026) 

年度 

令和９ 

(2027) 

年度 

令和10 

(2028) 

年度 

令和11 

(2029) 

年度 

量の見込み 人日 720 852 832 801 791 

確保方策 一時預かり人日 780 1,500 1,500 1,500 1,500 

施設数 1 1 1 1 1 

ファミリー・サポー
ト・センター人日 

80 80 80 80 80 

※令和７(2025)年度は子育て支援センターにて実施 

※人日は延べ利用日数のことです。 
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（９）延長保育事業 

認可保育所等で、通常の利用日及び利用時間以外の日及び時間において、保育を実施す

る事業 

 

【現状】 

令和５(2023)年度における利用児童数は21人です。 

【量の見込み】 

〇時間外保育事業（延長保育事業）は、「２号（保育）と３号」の量の見込みと連動して

いるため、実績に基づき数を見込みました。 

〇４年間の実績利用率（田尻町立認定こども園２・３号認定利用者数のうち時間外保育

利用者数の割合）の最大値を令和７（2025）年度から令和11（2029）年度の「２号

（保育）と３号」の人数に乗じて数を見込みました。「２号（保育）と３号」は、田尻

町立認定こども園２・３号認定児の他に町外の保育所や認定こども園に通う児童も含

みます。 

【確保方策の内容】 

田尻町立認定こども園や町外の保育所・認定こども園等において実施します。 

 

 令和７ 

(2025) 

年度 

令和８ 

(2026) 

年度 

令和９ 

(2027) 

年度 

令和10 

(2028) 

年度 

令和11 

(2029) 

年度 

量の見込み 人 12 11 10 10 10 

確保方策 人 12 11 10 10 10 

施設数 1 1 1 1 1 

※実人数を記載しています。 
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（10）病児・病後児保育事業 

病気中や病気後のこどもを病院・保育所に付設された専用スペース等において、看護師

等が一時的に保育する事業 

【現状】 

病児保育事業は現在未実施の状況です。 

【量の見込み】 

就学前児童の保護者を対象としたニーズ調査の結果と、推計児童数を踏まえ、利用日

数を見込みました。 

【確保方策の内容】 

病児・病後児保育事業は現在未実施の状況です。ニーズ調査では、利用希望が見られ

ますが、現在町内で利用できる施設はないため、関係機関と対応について協議すること

とします。 

 

 令和７ 

(2025) 

年度 

令和８ 

(2026) 

年度 

令和９ 

(2027) 

年度 

令和10 

(2028) 

年度 

令和11 

(2029) 

年度 

量の見込み 人日 138 129 122 122 121 

確保方策 人日 0 0 0 0 0 

施設数 0 0 0 0 0 

※人日は延べ利用日数のことです。 
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（11）放課後児童健全育成事業 

保護者が就労等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了

後に適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業 

【現状】 

令和６(2024)年度（令和６年４月時点）における利用希望児童数は142人です。 

【量の見込み】 

〇実績に基づき数を見込み、補正を行いました。 

〇１～３年生は、各学年の直近３年間の実績利用率の平均値を、令和７（2025）年度か

ら令和11（2029）年度の各学年推計人数に乗じて数を見込みました。 

○４～６年生は、潜在的な保育ニーズを反映するため、各学年ごとの利用数の変化率に

より補正を行い算出しました。 

【確保方策の内容】 

本町の放課後児童クラブ（なかよし学級）を通じて、放課後の居場所・遊び場を確保

します。 

しかし、現状は施設の定員（120名）を超える量の見込みがあり、また、今後の保護者

の就労意向の変化に伴い、新たな利用希望が生じることも想定されるため、放課後児童

健全育成事業と併せて、田尻町総合保健福祉センターに「子ども・子育て支援拠点」を

整備するなど、既存公共施設等を活用した放課後の居場所・遊び場の確保に努め、放課

後対策を総合的に推進します。 

単位：人 

 令和７ 

(2025) 

年度 

令和８ 

(2026) 

年度 

令和９ 

(2027) 

年度 

令和10 

(2028) 

年度 

令和11 

(2029) 

年度 

量の見込み 合計 145 145 145 140 135 

１～３年生 92 88 89 88 84 

４～６年生 53 57 55 52 51 

確保方策 登録児童数 120 120 120 120 120 

施設数(か所) 2 2 2 2 2 

 

  



第５章 教育・保育の内容と提供体制 

95 

（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定子ども・子育て支援を受けた保護者が支払

うべき実費徴収に係る費用の一部を助成する事業 

 

世帯の所得の状況その他の事情を勘案して町が定める基準に該当する施設等利用給付認

定保護者に対し副食材料費に要する費用の補助を実施しています。また、国の制度を拡充

し、町独自に、世帯の所得に関わらず、給食費（主食及び副食材料費）の助成を行ってい

ます。 

 

（13）多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

教育・保育施設や地域子ども・子育て支援事業の量を拡大するため、多様な事業者の新

規参入を支援するほか、私立認定こども園において特別な支援が必要なこどもの受入体

制構築の支援を行う事業 

 

本町では、現在のところ教育・保育施設や地域子ども・子育て支援事業の量を拡大し

なければならないほど逼迫した状況にはないため、計画期間中に事業者の新規参入を促

進する予定はありません。特別な支援が必要なこどもの受入体制の構築に向けた支援に

ついては他の市町村とともに対応について引き続き協議することとします。 

 

（14）子育て世帯訪問支援事業（新） 

家事・子育て等に対して不安や負担を抱える子育て家庭、妊産婦、ヤングケアラー等が

いる家庭の居宅を、訪問支援員が訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴するととも

に、家事・子育て等の支援を実施することにより、家庭や養育環境を整え、虐待リスク

等の高まりを未然に防ぐ事業 

 

乳児家庭全戸訪問事業等により把握した、保護者の養育を支援することが特に必要と

認められる児童、保護者または妊婦に対し、その養育が適切に行われるよう、当該居宅

において子育て経験者、ヘルパー等による家事・育児支援を行っています。 
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（15）児童育成支援拠点事業（新） 

養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対して、当該児童の居

場所となる場を開設し、児童とその家庭が抱える多様な課題に応じて、生活習慣の形成

や学習のサポート、進路等の相談支援、食事の提供等を行うとともに、児童及び家庭の

状況をアセスメントし、関係機関へのつなぎを行う等の個々の児童の状況に応じた支援

を包括的に提供することにより、虐待を防止し、こどもの最善の利益の保障と健全な育

成を図る事業 

 

児童育成支援拠点事業としては、こどもの居場所づくりや学習のサポート等、一部事

業は町において既に実施していますが、総合的な事業は実施できていません。現状では、

町単独実施は困難と考えていますが、家庭や学校以外の児童の居場所である教育センタ

ーや公民館、ふれ愛センター等において、学習のサポートや支援の必要な児童の把握に

努め、個々に応じた支援については、学校園や関係機関と連携を図りながら、包括的な

視点を持って子どもの健全育成に向けて対応していきます。 

 

 

（16）親子関係形成支援事業（新） 

児童との関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている保護者及びその児童に対し、講義

やグループワーク、ロールプレイ等を通じて、児童の心身の発達の状況等に応じた情報

の提供、相談及び助言を実施するとともに、同じ悩みや不安を抱える保護者同士が相互

に悩みや不安を相談・共有し、情報の交換ができる場を設ける等その他の必要な支援を

行うことにより、親子間における適切な関係性の構築を図る事業 

 

虐待予防や発達支援の観点から、子どもとの関わりや子育てに悩みや不安を抱えてい

る保護者に対し、ペアレントトレーニングを少人数制で行っています。それにより個々

の状況や発達に応じた子どもとの関わり方について学び、より良い親子関係や子育て技

術が身につき、保護者が子育てに対し前向きになり、自信を持てるようになることを目

指しています。 
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（17）こども誰でも通園制度（新） 

０～２歳児が保護者の就労要件を問わず保育所等で保育を受けられる制度です。令和８

(2026)年度から本格実施されます。 

 

子ども・子育て支援拠点において、就労要件を問わず時間単位等で柔軟に利用できる

こども誰でも通園制度を実施し、すべての子育て家庭に対して、多様な働き方やライフ

スタイルにかかわらない形での支援を図ります。 

本事業の実施に向けて、国や大阪府、近隣自治体の動向を踏まえつつ、実施内容を検

討します。 
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１ 計画の推進体制 

（１）庁内における推進体制 

本計画は、保健・医療・福祉、教育・生涯学習、就労・雇用、人権・男女共同参画、

交通・環境など、様々な施策分野にわたります。このため、こども施策に関わる関係課

間の緊密な連携に努めながら、総合的で効果的な計画の推進を図ります。 

 

 

（２）住民や関係機関・団体との連携 

本計画で示した施策を展開するためには、行政のみならず、家庭をはじめ、こどもの

育成や子育て支援に関して主体的な取り組みを行う住民団体・グループ、地域、学校、

社会福祉協議会、民生委員・児童委員、専門職、ボランティア、企業・事業者など多く

の関係機関・団体の協力が不可欠です。このため、計画の着実な推進に向けて、これら

の個人、団体などと相互に連携を図ります。 

 

 

（３）国・大阪府との連携 

本計画に関わる施策を推進するためには、その施策の性格上、国や大阪府との連携が

不可欠です。国における今後の制度改革の動きも踏まえつつ、すべてのこどもの権利が

守られ、健やかに成長し自立できるよう、社会全体で総合的にこども・子育て家庭を支

援する環境づくりを推進していく必要があります。住民から期待されている役割を十分

に果たすため、様々な制度の改革と充実に努めるよう、国や大阪府に対して積極的に提

言や要望を行っていきます。 
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２ 計画の進行管理 

（１）計画の進行管理 

本計画に基づく各施策の実施状況については定期的に進捗状況を把握、評価、検証し、

その結果を踏まえて施策の充実・見直しについて検討を行うなど、計画の総合的かつ円

滑な推進に努めます。 

本町では、学識経験者や関係機関・団体の代表などで構成する「田尻町子ども・子育

て会議」を設置しており、こども施策の総合的かつ計画的な推進に向けて、幅広い立場

から意見を伺い、計画の実効性をより一層高めていきます。 

 

 

（２）社会経済情勢等に対応した計画の推進 

本計画の推進にあたっては、こどもや子育て家庭を取り巻く環境、社会・経済情勢、

国の政策動向などの様々な状況の変化に的確かつ柔軟に対応しながら、可能な限り着実

な推進に努めます。 

なお、本計画に掲げた施策、事業の目標等は、国における今後の施策動向、教育・保

育施設、地域子ども・子育て支援事業の動向などを踏まえて、適宜見直しを行うものと

します。 
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（３）評価指標 

本計画の基本理念を実現するために、次の評価指標を設定し、目標達成に向けて各施

策を実施していきます。 

 

【評価指標】（数値） 

指標 
現状値 

（令和５(2023)年度） 

目標値 

（令和11(2029)年度） 
備考 

朝食を欠食する子どもの割合 11.9％ 10％ 
小４、小６、中２、 

高校生 

食育に関心を持っている人の割合 56％ 75％ 小６、中２、高校生 

虫歯のない幼児の割合 89.5％ 95％ ３歳 

産後１か月でのEPSDS９点以上の褥婦の割
合 

4.7％ 3.5％  

乳幼児期に体罰や暴言等による子育てをし
ている親の割合 

16.3％ 減少傾向へ ０歳、１歳、３歳 

子ども・子育て支援拠点利用者数及び相談
対応件数 

12,163人 14,000人 
 

311件 360件 

子ども、若者からの相談件数 1件 12件  

子ども、若者と地域や世代間交流の実施状
況 

3事業 6事業  

 

【評価指標】（ニーズ調査） 

指標 
現状値 

（令和５(2023)年度） 

目標値 

（令和11(2029)年度） 
備考 

小学校入学前
の児童、小学
生、中学生の
各保護者 

子育て環境や支援に対する
満足度 60.3％ 63.0％  

子育ては地域の人に支えら
れていると感じている割合 

51.6％ 53％  

小学４年生、
小学６年生、
中学２年生、
高校生年代の
子ども 

不安や悩み、困ったときに
話せる人や場所がなかった
割合 

2.5％ 1.3％  

地域の行事（お祭りなど）
へ参加した割合 

64.8％ 67％  

将来も田尻町に住み続けた
いと思う割合 

42.8％ 55％  

体育の授業以外で、１日30
分以上の運動をする割合 13.3％ 35％  

赤ちゃんや小さいこどもの
世話をしたことがある児
童・生徒の割合 

46.2％ 60.0％ 高校生 
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１ 策定体制と経過 

（１）策定体制 

○田尻町子ども・子育て会議規則 

平成25年９月25日規則第28号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、田尻町附属機関条例（平成25年田尻町条例第１号。以下「条例」とい

う。）第３条の規定に基づき、田尻町子ども・子育て会議（以下「子ども・子育て会議」と

いう。）の組織及び運営に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（職務） 

第２条 子ども・子育て会議は、町長の諮問に応じて、条例別表に定める担当事務について調

査審議し、意見を述べるものとする。 

（組織） 

第３条 子ども・子育て会議は、委員８人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから町長が委嘱する。 

(１) 学識経験を有する者 

(２) 関係団体に属する者で、当該団体が推薦するもの 

(３) 関係行政機関の職員 

(４) 前各号に掲げる者のほか、町長が必要と認める者 

(任期) 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長） 

第５条 子ども・子育て会議に、会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるとき、又は欠けたときは、会長があらかじめ指名する委員がその職務を

代理する。 

（会議） 

第６条 子ども・子育て会議の会議（以下この条及び次条において「会議」という。）は、会

長が招集し、会長がその議長となる。ただし、会長が選任されるまでの間は、町長が会議を

招集する。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところによる。 

（意見の聴取） 

第７条 会長は、必要があると認めるときは関係者に対し、委員以外の者に会議への出席を求

め、その意見又は説明を聴き、若しくは資料の提供の提出を求めることができる。 

（庶務） 

第８条 子ども・子育て会議の庶務は、民生部子育て・地域福祉課において行う。 

資 料 
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（委任） 

第９条 この規則に定めるもののほか、子ども・子育て会議の運営に関し必要な事項は、会長

が定める。 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

 

○田尻町子ども・子育て会議委員名簿 

敬称略、順不同 

区 分 氏 名 所属・役職名 

学識経験者 ◎原田 旬哉 園田学園女子大学 人間教育学部児童教育学科 教授 

関係団体 ○山本 健治 田尻町人権協会 会長 

関係団体 綛谷 喜代子 田尻町民生委員児童委員協議会 主任児童委員 

関係団体 西田 和美 田尻町障害児者を持つ親の会 会長 

関係団体 妹尾 晃典 田尻町PTA連絡協議会 会長 

関係団体 矢嶋 清美 田尻中学校区地域教育協議会 地域コーディネーター 

関係機関 河原 寿賀子 大阪府泉佐野保健所 地域保健課 保健師長 

関係機関 

（オブザーバー） 
神木 亜美 大阪府貝塚子ども家庭センター 相談対応第1課長 

◎会長 ○職務代理者 
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（２）策定経過 

時  期 会議・内容 

令和６(2024)年 

   １月25日 

第１回田尻町子ども・子育て会議 

○第３期田尻町子ども・子育て支援事業計画策定について 

○子どもの成長と子育て支援に関するアンケート調査について 

○スケジュールについて 

   ３月 アンケート調査の実施 

   ９月17日 第２回 田尻町子ども・子育て会議 

○子どもの成長と子育て支援に関するアンケート調査結果の概

要について 

○田尻町こども計画の骨子案について 

○今後の予定について 

   12月24日 第３回 田尻町子ども・子育て会議 

〇こども計画（素案）について 

○今後の予定について 

令和７(2025)年 

   １月30日～２月12日 
「田尻町こども計画」（案）に対する住民意見等の募集 

   ２月19日 第４回 田尻町子ども・子育て会議 

○こども計画（案）について 

〇パブリックコメントの結果について 

   ３月 田尻町こども計画策定 
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２ 用語の解説 

あ行 

アプリ 

アプリケーションソフトウェアの略称で、特定の用途や目的のために設計・提供され

るコンピューターソフトのこと。 

ＩＣＴ 

インフォメーション・アンド・コミュニケーション・テクノロジーの略語で、通信技

術を使って人と人とがつながる技術のこと。 

生きる力 

変化の激しいこれからの社会を生きるために重要な力。文部科学省が学習指導要領の

中で、教育の理念として掲げている。知（確かな学力）、徳（豊かな人間性）、体（健

康・体力）をバランスよく育んでいくことが重要とされている。 

居場所 

福祉の分野では、人とのつながりが希薄になりがちな人が、人とふれあい、居心地が

いいと思える場所のこと。日常生活の中でそうした場所を持てない人に対し、無料や安

価で居場所を提供することが、心身の健康増進や地域のつながりづくりといった公益的

な役割を果たす。 

 

か行 

ＧＩＧＡスクール構想 

令和元(2019)年に開始された、全国の児童・生徒 1人に 1台のコンピューターと高速ネ

ットワークを整備する文部科学省の取り組み。 

協働 

立場が異なる者が、一つの目標に向かって、それぞれの特性を生かして、役割分担し

ながら取り組むこと。 

合計特殊出生率 

地域内の 15～49 歳までの全女性の年齢別出生率を合計した人口統計の指標。その地域

で、一人の女性が一生の間に出産するこどもの人数とみなして、少子化の傾向を把握す

るために用いる。 

子育て支援センター 

厚生労働省が実施する地域子育て支援拠点事業の中の取り組みの一つで、子育てに関

する相談支援や、子育て中の親子同士の交流、子育て情報の提供・発信など、様々な育

児支援を行う施設。 
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子育て世代包括支援センター 

母子保健法に基づき市町村が設置するもので、妊産婦・乳幼児等の状況を継続的・包

括的に把握し、妊産婦や保護者の相談に保健師等の専門家が対応するとともに、必要な

支援の調整や関係機関と連絡調整するなどして、妊産婦や乳幼児等に対して切れ目のな

い支援を提供する。 

こども家庭庁 

令和５(2023)年４月１日に発足した政府の部局の１つ。従来、内閣府や厚生労働省な

どがそれぞれ担っていたこども事務の一元化を図る目的に設立された。学校教育は引き

続き文部科学省が担う。 

こども基本法 

こども施策を社会全体で総合的かつ強力に推進していくための包括的な基本法として、

令和５(2023)年４月に施行されたもの。 

子ども・子育て支援 

すべてのこどもの健やかな成長のために適切な環境が等しく確保されるよう、国もし

くは地方公共団体、または地域における子育ての支援を行う者が実施するこども及びこ

どもの保護者に対する支援のこと。 

こども大綱 

令和５(2023)年 12月 22日に、こども基本法に基づき、こども政策を総合的に推進する

ために閣議決定した、政府全体のこども施策の基本的な方針。 

子どもの権利条約（児童の権利に関する条約） 

こどもが持つ権利について定めた条約で、平成元年に国連総会で採択され、日本も平

成６年に批准している。「差別の禁止」、「こどもの最善の利益」、「生命、生存及び発達に

対する権利」、「こどもの意見の尊重」という４つの原則が定められている。 

こどもまんなか社会 

こどもや若者の権利が保障され、健やかな成長を社会全体で後押しすることで、将来

にわたって幸せに生活できる社会のこと。こども家庭庁を中心に、社会運動として推進

している。 

コミュニティ 

同じ地域に居住して、共同の活動、共通の経験を通して結びついている人々の集団や

社会のこと。今日では、情報化や交通の発達により、地縁に寄らないコミュニティも発

達している。 

コミュニティ・スクール 

学校と地域住民が力を合わせ、より良い教育環境づくりを進めるため、地域住民が学

校運営に参画できるようにするしくみや考え方のこと。 
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さ行 

産後ケア 

産後一定の期間、自宅や医療機関等において、お母さんと赤ちゃんに対して、産後の

身体の回復や心のリフレッシュを図り、安心して育児ができるように支援するもの。 

次世代育成支援対策推進法 

次代の社会を担うこどもの健全な育成を支援するため、平成 17(2015)年に施行された

10 年間の時限立法であったが、10 年ごとに延長され、令和６(2024)年には令和 17(2035)

年 3 月 31 日までの延長と改正された。この法律に基づき、国・自治体・事業主は、次世

代育成支援のための行動計画を策定することとされている。 

児童虐待 

身体的虐待、心理的虐待（言葉のおどしや無視）、ネグレクト（養育・保護の怠慢、拒

否）、性的虐待など、こどもの健全な育成を妨げること。虐待を疑ったり発見した場合の

通告が、法律で義務づけられている。 

児童手当 

18 歳到達後最初の年度末までの児童を養育している方を対象に支給される手当。家庭

等における生活の安定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健やかな成長に資

することを目的としている。令和６(2024)年 10月までは 15歳到達後最初の年度末までで

あったが、対象が拡充され、所得制限も撤廃された。 

児童発達支援 

障害がある、または発達が気になる未就学児が通所し、日常生活スキルの習得や集団

生活への適応などの支援が行われる福祉サービス。 

児童扶養手当 

離婚によるひとり親世帯など、父又は母と生計を同じくしていない児童が育成される

家庭の生活の安定及び自立の促進と、児童の福祉の増進に寄与するために支給される手

当。支給対象者は、18 歳到達後最初の年度末までの児童（障害児の場合は 20 歳未満）を

監護する母と、監護し、かつ生計を同じくする父又は養育する者（祖父母等）。 

児童養護施設 

保護者のない児童や保護者に監護させることが適当でない児童に対し、安定した生活

環境を整えるとともに、生活指導、学習指導、家庭環境の調整等を行いつつ養育を行い、

児童の心身の健やかな成長とその自立を支援する機能を持つ施設。 

就学援助 

経済的理由によって就学困難と認められる学齢期の児童生徒の保護者に対し、学校給

食費・学用品費・修学旅行費など、学校で必要なお金の一部を援助する制度。 
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重層的支援体制整備 

高齢者福祉、障害福祉など分野ごとの福祉サービスでは解決できない複合的な課題に

対し、重層的な支援を行い解決を図るために、令和３(2021)年度から社会福祉法に位置

づけられた取り組み。 

食育 

食に関する知識と食を選択する力を習得し、健全な食生活を実践することができる人

間を育てる教育のこと。食育基本法により、生きる上での基本であって、知育、徳育、

体育の基礎となるべきものと位置づけられ、実際に食べることや栽培・収穫すること、

調理することなど、体験教育が重視されている。 

新型コロナウイルス感染症 

令和元(2019)年 12 月に中国で確認されて以降、令和４(2022)年まで世界的流行（パン

デミック）をもたらした気道感染症。世界中で３億人以上が感染し、500 万人以上が死亡

した。 

スクールカウンセラー 

児童生徒や保護者の悩みを受け止め、「心の専門家」としてカウンセリングや心のケア

を行う者。文部科学省が公認心理師、臨床心理士、精神科医、大学教員を資格要件にし

ており、心理臨床業務または児童・生徒を対象とした相談業務を５年以上経験した大

卒・短大卒者等を「スクールカウンセラーに準ずる者」としている。 

スクールソーシャルワーカー 

児童・生徒が抱えている問題に対して、保護者や教職員、関係機関と連携しながら解

決に向けた支援を行う専門職。資格要件は、スクールカウンセラーほど厳格ではなく、

社会福祉士や精神保健福祉士などの有資格者のほか、過去に教育や福祉の分野において

活動経験がある者等も含む。 

成育医療 

妊娠に始まり、胎児から新生児、幼児から大人になり、さらに次の世代を育む生殖や

健康の過程を診る医療のこと。成育過程の各段階において生ずる心身の健康に関する問

題を包括的にとらえて対応するために、産婦人科・小児科医療だけでなく、他の診療科

や保健、教育、福祉等と連携して進められる。 

相対的貧困 

その国や地域の水準の中で比較して、大多数よりも貧しい状態のこと。経済協力開発

機構（OECD）は、世帯の所得が等価可処分所得の中央値の半分（貧困線）に満たない状

態のこととして、国ごとの比較を定期的に公表している。 
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た行 

地域学校協働活動 

地域の高齢者、成人、学生、保護者、ＰＴＡ、ＮＰＯ、民間企業、団体・機関等の幅

広い地域住民等の参画を得て、地域全体で子供たちの学びや成長を支えるとともに、「学

校を核とした地域づくり」を目指して、地域と学校が相互にパートナーとして連携・協

働して行う様々な活動。平成 29(2017)年に社会教育法に位置づけられた。 

特別支援教育 

障害のあるこどもの自立や社会参加に向け、幼児児童生徒一人ひとりの教育的ニーズ

を把握し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善・克服するため、適切な指

導及び必要な支援を行うもの。 

特別児童扶養手当 

精神または身体に障害を有する児童の福祉の増進に寄与するために支給される手当。

支給対象者は、20 歳未満で精神または身体に障がいを有する児童を家庭で監護、養育し

ている父母等。 

 

な行 

認定こども園 

教育・保育を一体的に行う施設で、幼稚園と保育所の両方の良さを併せ持っている施

設。就学前のこどもに幼児教育・保育を提供する機能、地域における子育て支援を行う

機能を備えている。 

 

は行 

パブリックコメント 

行政機関が政策の立案等を行おうとする際にその案を公表し、広く市民・事業者等か

ら意見や情報等を求める手続きのこと。 

ハローワーク（公共職業安定所） 

民間の職業紹介事業等では就職へ結びつけることが難しい就職困難者を中心に支援す

る最後のセーフティネットとしての役割を担う、国（厚生労働省）の機関。地域の総合

的雇用サービス機関として、職業紹介、雇用保険、雇用対策などの業務を一体的に実施

する。 

母子健康手帳 

妊娠中からの健康管理と出産の記録や、こどもの健康診査結果、予防接種の記録に使

用する手帳。妊娠の届出を行うことで、こども一人につき一冊交付される。 
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ま行 

民生委員児童委員 

民生委員法に基づき、厚生労働大臣から委嘱され、それぞれの地域において、常に住

民の立場に立って相談に応じ、必要な援助を行い、社会福祉の増進に努める者。児童福

祉法による児童委員も兼ねており、子育ての不安や妊娠中の心配ごとなどの相談・支援

等も行う。 

 

や行 

ヤングケアラー 

家族の介護その他の日常生活上の世話を過度に行っていると認められるこども・若者。 

 

ら行 

ライフステージ 

幼年期・児童期・青年期・壮年期・老年期など、人生の節目ごとに分けられた段階の

こと。 

療育 

障害や発達上の心配のあるこどもに対し、作業療法、言語療法などの専門療法を行う

など、一人ひとりの特性にあわせて必要な支援を行うこと。 
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